
Ⅰ 多様性を尊重し誰もが安心して暮らせる社会づくり

Ⅱ 多様な主体による支えあいのある地域づくり

Ⅲ 様々な課題への重層的な支援体制づくり

・多様性の学びと交流と対話の場づくり
・安心して暮らせる環境づくり

・地域の支え合い促進のための人材育成
・多様な主体の協働による活躍の場づくり
・支え合う地域の基盤づくり

・専門人材の育成、福祉サービスの充実と質の向上
・多機関との連携によるワンストップの相談・支援体制づくり

施
策
体
系

策定の理念 ともに学び ともに創る 地域共生・信州

【施策展開】

多様な個性への理解が進み、誰もが安心できる環境がある

第２期長野県地域福祉支援計画（案）について

計画期間

計画策定の趣旨

・近年の地域福祉を取り巻く状況の変化や「重層的支援体制整備事業」に係る社会福祉法の改正も踏まえて策定
・地域共生の理念を皆が学び合い、地域に暮らす誰にも居場所と出番がある地域共生社会の実現を目指す
・市町村地域福祉計画の達成に資するため、地域福祉の基本的な方向を示し、県の施策を体系化

〇新型コロナウイルスの感染拡大
・人権問題へ関心をもつ割合の高まり
・地域活動の低下
・生活困窮者の増加、顕在化

〇人口減少、高齢化、単身世帯の増加が進展
〇複合的課題（ひきこもり、医療的ケア児等）の顕在化

計画の位置づけ

社会福祉法第108条第１項に規定された「都道府県地域
福祉支援計画」としての項目を盛り込み、市町村の
「地域福祉計画」の策定を支援。

地域福祉を取り巻く現状

【目指す姿】

多様な主体による活動を促進し、個性を生かした活躍の場がある

専門性を生かしながら、多様な機関が協働した相談支援体制がある

令和５年度（2023年度）～令和９年度（2027年度）

・様々な課題を抱える方への支援
する人材の育成

・重層的支援体制整備に取り組む
市町村への支援

・食料、就労などの生活困窮者支
援を充実強化

・障がい者などスポーツを通じた当
事者との交流

・ＬＧＢＴＱへの理解促進
・信州あいサポート運動、ヘルプ
マークの普及

・ボランティアなどの地域人材の
育成や

・就労を通じた社会参加の促進
・災害時における要配慮者の円滑な
避難促進

＜主な取組＞

【施策展開】

【目指す姿】

【施策展開】

【目指す姿】

＜主な取組＞

＜主な取組＞

・お互いに関わり合いながら、誰もが居場所と役割を持ち、その人らしく生きることのできる「ごちゃまぜ」（※）
の社会

・「支え手」「受け手」の役割分担を超えて、皆が地域づくりの主体として支え合う社会
・住民や団体、法人など多様な担い手が地域福祉に参加し、地域性にあわせて、自助、互助、共助、公助により
包括的に支える社会

目指す地域共生社会のイメージ

※福祉的なサービスが必要な人も、そうでない人も、多様な個性の人が、同じ地域の一員として生きていくというイメージ

令和５年（2023年）３月24日
健康福祉部地域福祉課地域支援係
手塚 靖彦（課長） 原 和洋（担当）
電 話：026-235-7114（直通）

026-232-0111（代表）内線2328
ＦＡＸ：026-235-7172
Ｅ-mail:chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

協議資料９
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は じ め に 

 

 

 

 

 

 

今、地域社会は大きな転換点を迎えています。人口減少や高齢化が進む中、家族や社会的なつ

ながりが希薄化しつつあり、加えて、ひきこもりの長期化、「医療的ケア児」「ヤングケアラー」

に見られるような複合的な課題を抱えた人も顕在化してきています。 

こうした中で、子どもから高齢者まで、全ての人が元気に活躍し続けられる社会、安心して暮

らすことのできる社会、それぞれの生き方やスタイルの違いを認め合い、応援し合う社会を地域

全体で創っていくため、第２期長野県地域福祉支援計画を策定いたしました。 

 本計画では、県民がともに学び合い、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と社

会資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりが生きがいをもって暮らしていけ

る地域をともに創っていく「地域共生社会の実現」を目指し、介護、障がい、子ども・若者等各

分野の福祉に共通して取り組むべき事項や、福祉以外の様々な分野との連携に関する事項を盛り

込んでいます。また、様々な課題を抱える人々を支援するため、市町村域における専門的相談機

関の協働推進などによる、重層的な支援体制の整備にも取り組むこととしています。 

長野県総合５か年計画「しあわせ信州創造プラン 3.0」で掲げた「人権の尊重や公正さ、多様

性・包摂性を追求し、誰一人取り残さない」、「県民に息づく「学びと自治」の力を生かす」とい

う共通視点をキーワードに、本計画に基づき、新たな時代の地域福祉・地域づくりに取り組んで

まいりたいと考えていますので、県民の皆様におかれましても、地域の主役としてご参画くださ

いますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定に当たり、熱心な御検討及び貴重な御意見をいただきました長野県社会

福祉審議会地域福祉計画専門分科会や長野県社会福祉審議会の委員の皆様をはじめ、御協力いた

だきました関係者並びに県民の皆様に深く感謝申し上げますとともに、本計画の着実な推進に向

けて今後とも一層の御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

令和５年（2023年）３月   

                   長野県知事             
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【社会福祉情勢の変化】 

○ 人口減少社会の到来、家族や社会的なつながりの希薄化等により、地域社会は大

きな転換点を迎えつつあります。かつては「終身雇用」など、日本的といわれる社

会経済の仕組みの中で、社会福祉制度においても、支える側と支えられる側を固定

的に捉えた典型的な要因を想定して、高齢者、障がい者、子どもなど、対象者ごと

に法的な支援制度が整備されてきました。 

○ しかしながら、昨今では個人や世帯で様々な課題が複雑に絡み合う事例が見られ

るようになり、従来の縦割りの制度では対応が困難なケースが増加してきています。 

○ こうした地域生活課題解決のため、全世代型の社会保障への転換と、様々な課題

解決の主体としての地域の力の強化が必要と考えられます。 

○ 日本の寿命は世界トップクラスであり、今後更に延伸することが予想されていま

す。「人生 100年時代」を迎える中で、高齢者から子どもまで、全ての人が元気に

活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社会、それぞれの生き方やス

タイルの違いを認め合い、応援し合う社会を創っていく必要があります。 

〇 一方、人口減少や高齢化が進み、地域の担い手不足が深刻化することや、社会経

済状況の変化の中でひきこもりの長期化や介護離職などにより、「8050問題」「医

療的ケア児」「ヤングケアラー」に見られるような複合的な課題を抱えた世帯や、

社会的な孤立状態を余儀なくされている人が増加しています。 

〇 加えて、令和元年東日本台風災害など大規模災害の頻発化やその要因と言われる

気候変動の深刻化、さらには新型コロナウイルスの世界的な感染拡大、ロシアによ

るウクライナ侵攻など国際情勢の激変とこれに伴う物価高騰など、様々な危機が複

合的に訪れ、変化が急激で先を見通すことが難しい時代を迎えています。 

 

【社会福祉法の改正】 

○ 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成

29 年法律第 52 号）により、社会福祉法の改正が行われ、平成 30 年４月１日か

ら施行されています。 

○ 社会福祉法では、市町村における包括的な支援体制の整備に関する条項が新設さ

れ、「住民に身近な圏域で」地域力を強化するための環境整備を行うこと、そこで

明らかになった地域生活課題を受け止める相談体制の整備が明記されました。 

○ 社会福祉法第４条では、地域住民等（地域住民のほか、社会福祉法人等の事業者

や、民生・児童委員、社会福祉協議会、ボランティアなど地域で福祉的な活動を行

う主体）は、地域福祉の推進に当たっては、地域住民及びその世帯が抱える地域生

活課題を把握し、支援関係機関との連携により解決を図るよう留意するものとされ

ました。 

○ 社会福祉法第６条では、地域福祉の推進に向け、地域住民だけでなく、国及び地

方公共団体においても、地域住民等が地域生活課題を把握し、解決を図ることを促

進するための施策その他の地域福祉の推進のための措置を講じなければならない

とされ、地域福祉の推進に当たっての行政の責務が明記されるとともに、地域の力

第１節 計画策定の趣旨 
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と公的な支援体制により地域福祉を推進していくことが求められています。 

〇 さらに、地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律 （令

和２年法律第 52 号）により、「重層的支援体制整備事業」が社会福祉法に明記さ

れるなど、市町村域における専門的相談機関の協働の推進に重層的に取り組むこと

の必要性が増しています。 

 

【計画策定の背景】 

○ このような近年の地域福祉を取り巻く状況の変化等を踏まえ、地域共生の理念を

皆が学び合い、ともに生きる、ともに暮らす社会を創造していく必要があります。 

○ 地域に暮らす誰にでも居場所と出番があり、ともに暮らしを支え合う地域共生社

会の実現を目指すとともに、市町村地域福祉計画の達成に資するため、地域福祉の

基本的な方向を示して、様々な主体の取組を支援する県の施策に関する計画を策定

します。 

 

 

○ この計画は、社会福祉法第 108 条第１項に規定された「都道府県地域福祉支援

計画」として以下の項目を盛り込み、市町村の「地域福祉計画」の策定を支援しま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 長野県総合５か年計画と整合を図るため、2023年度（令和５年度）から 2027

年度（令和９年度）までの５年間とします。 

○ ただし、本県の地域福祉を取り巻く課題に変化があった場合には、必要に応じて

見直しを行うこととします。 

  

①地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、児童の福祉、その他福祉に関

連して共通して取り組むべき事項 

②市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的な方針に関する事項 

③社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項 

④福祉サービスの適切な利用の促進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発

達のための基盤整備に関する事項 

⑤市町村による地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の

整備の実施の支援に関する事項 

第２節 計画の位置づけ 

第３節 計画期間 
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○ この計画は、「しあわせ信州創造プラン 3.0（長野県総合５か年計画）」の基本目

標である「確かな暮らしを守り、信州からゆたかな社会を創る」を地域福祉の分野

で具体化する計画です。また、長野県が今後目指す地域福祉の方向性に関する基本

的な計画として、関連する計画との整合・調和を図ります。 

〇 この計画は、誰一人取り残さない持続可能な社会を実現するための重要な指針と

して国連で採択された持続可能な開発目標（SDGｓ）の趣旨を最大限尊重します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

 

第４節 他の計画との関係 

（関連する他分野の計画） 

  ・長野県子ども・若者支援総合計画 

・信州保健医療総合計画   

  ・長野県高齢者プラン 

  ・長野県障がい者プラン  

  ・長野県自殺対策推進計画        等 

長 野 県 地 域 福 祉 支 援 計 画 

   
〔基本理念〕ともに学び ともに創る 地域共生・信州 

人権の尊重や公正さ、多様性・包摂性を追求し、誰一人取り残さない 

県民に息づく「学びと自治の力」を生かす 

    〇誰にでも居場所と出番がある社会をつくる 

    〇誰もが主体的に学ぶことができる環境をつくる 

 しあわせ信州創造プラン 3.0 

～大変革への挑戦 「ゆたかな社会」を実現するために～ 

人権の尊重や公正さ、多様性・包摂性を追求し、誰一人取り残さない 

県民に息づく「学びと自治」の力を生かす 

    〇誰にでも居場所と出番がある社会をつくる 

    〇誰もが主体的に学ぶことができる環境をつくる 



 

 

 

 

 

第 ２ 章 

長野県の地域福祉を取り巻く現状 
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① 将来の人口の見通し 

長野県の現在の人口は、約 202万 2,009 人（2022年（令和 4年）4月 1日

時点）ですが、長野県の人口は 2000年（平成 12年）以降減少傾向にあり、今後

もその傾向が継続するものと見込まれています。また、年齢階級別に見ると、15歳

～64 歳の人口が一貫して減少しており、2035 年（令和 17 年）には 100 万人

を下回ると見込まれています。 

 

図１ 年齢階級別人口及び高齢化率の推移 

 
実績値：総務省「国勢調査」 

推計値：長野県企画振興部が合計特殊出生率について 2027 年に 1.61（県民希望出生率）、2040 年 

に 2.07（人口置換水準）に上昇し、2025 年に社会増減が均衡すると仮定して推計したもの 

（総合５か年計画策定時の推計値） 

 ※1995 年～2010 年の総人口には年齢「不詳」の人口を含み、年齢別人口と合計が一致しない

場合がある 

 

② 世帯構造の変化 

  長野県の現在の世帯数は、約 83万 7千世帯（2022年（令和 4年）4月 1日

時点）です。世帯構成を見ると、夫婦と子どもからなる世帯の世帯数が減少傾向で

あるのに対し、世帯人員が１人のみの単独世帯や夫婦のみの世帯が増加しており、

特に単身世帯の全世帯に占める割合は 31.1％まで増加しています。  
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第１節 人口・世帯の状況 
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図２ 世帯類型別世帯数の推移 

 

総務省「国勢調査」 

 

③ 高齢者の世帯状況 

  長野県の高齢夫婦世帯（65 歳以上の単独世帯と世帯主が 65 歳以上の夫婦のみ

の世帯）は 2005年（平成 17年）には 14.1万世帯で全世帯の 18.1%でしたが、

年々増加傾向にあり、2020年（令和２年）には 20万世帯を超えています。 

人口減少が見込まれる中、全世帯に占める高齢者世帯の割合が増加していくこと

が見込まれています。 

 

図３ 高齢者世帯数の推移 

実績値：総務省「国勢調査」 

推計値：長野県企画振興部による推計（総合５か年計画策定時の推計値） 
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④ 平均寿命と健康寿命 

2020 年（令和２年）の都道府県別生命表によると、本県の平均寿命は女性が

88.23 年で全国 4 位、男性が 82.68 年で全国２位となっており本県の長寿を裏

付けています。 

健康寿命については、指標が３つあり、指標により全国における水準は異なりま

すが、そのうち「日常生活動作が自立している期間の平均（2020 年）」について

は、男性は全国２位、女性は全国１位となっています。 

 

図４ 平均寿命の推移 

 

厚生労働省「都道府県別生命表」 

 

表１ 健康長寿に関する指標                    （単位：年） 

指標 性別 長野県 全国 

日常生活に制限のない期間の平均（2019年） 

※国民生活基礎調査（厚生労働省）の質問で「あなたは現在、健

康上の問題で日常生活に何か影響がありますか。」⇒「ない」

の回答を健康な状態とする。 

男性 72.55（30位） 72.68 

女性 74.99（37位） 75.38 

自分が健康であると自覚している期間の平均（2019年） 

※国民生活基礎調査（厚生労働省）の質問で「あなたの現在の健

康状態はいかがですか。」⇒「よい」、「まあよい」及び「ふつ

う」の回答を健康な状態とする。 

男性 73.16（23位） 73.15 

女性 76.66（18位） 76.47 

日常生活動作が自立している期間の平均（2020年） 

※介護保険の要介護度２未満を健康な状態とする。 
男性 81.1（２位） 80.1 

女性 85.2（１位） 84.4 
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① ボランティアの状況 

  本県でボランティア活動や地域活動など、公共的活動に参加する者は概ね 40万

人となっており、2016 年（平成 28 年）までの水準から低下しています。また、

活動者を年齢層別に見ると、15～24 歳、25～34 歳のボランティア活動等に参

加する割合が他の年齢層に比べ低くなっています。 

 

図５ ボランティア活動の年齢別行動者率 

 
総務省「社会生活基本調査」 ※行動者率：10 歳以上人口に占める行動者数の割合 

 

② 民生・児童委員の状況 

民生・児童委員は、地域の中で住民の相談や日常の見守り、関係機関への橋渡し

など、地域福祉を推進するための活動を行っており、長野県では 5,246 人が委嘱

されています（2020 年度（令和２年度）末時点）。 

民生・児童委員の平均年齢は 65.6歳（2020年度（令和２年度）末時点）であ

り、地域の身近な相談等を高齢者が担っている実態があります。 

 

表２ 民生・児童委員現員数 

時 点 
現員数

（a） 

定数 

（b） 

欠員数 

（b）-（a） 

充足率 

（a）/（b） 
平均年齢 

2010年度 5,240人 5,248人 8人 99.85％ 64.1歳 

2013年度 5,236人 5,259人 23人 99.56％ 64.9歳 

2016年度 5,250人 5,274人 24人 99.54％ 65.8歳 

2020年度 5,246人 5,274人 28人 99.47％ 65.6歳 

長野県地域福祉課調べ 
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2006年：32.0％

2011年：33.1％
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2021年：22.0％

第２節 地域を支える人材・環境等の状況 
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図６ 民生・児童委員１人当たり活動件数・訪問件数 

長野県地域福祉課調べ 

 

③ 成年後見制度の状況 

  長野県の成年後見関係の申立数は、近年では概ね横ばいも、令和２年度には近年

でも最低水準となっています。市町村長申立件数は増加傾向となっており、令和２

年度には減少に転じたものの、2021年度（令和３年度）には再び増加しています。 

申立実績を見ると、成年後見開始件数が全体の７割以上を占めています。 

 

図７ 長野県の成年後見関係申立数の推移 

 

長野家庭裁判所 成年後見制度申立件数等推移表による 
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④ 日常生活自立支援事業の利用状況 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち判断能力が不十分な方が地

域において自立した生活を送れるよう、福祉サービスの利用援助や金銭管理の援助

等を行う日常生活自立支援事業の契約者は制度開始以降増加傾向にあり、2021年

度（令和３年度）末時点で 1,366人の方が制度を利用しています。 

 

図８ 日常生活自立支援事業契約者数の推移 

 
長野県社会福祉協議会調べ 

⑤ 公民館数 

本県における人口100万人当たり公民館数は全国で最も多い数となっています。

講座や講演会の開催など、地域住民の学びの場になっているだけでなく、住民同士

が交流する場になることで地域課題を発見するきっかけや、多彩な地域づくりの場

になっています。 

 

図９ 人口 100万人当たり公民館数（2018年（平成 30年）） 

 

総務省「社会・人口統計体系」 
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⑥ 人権問題への関心の高まり 

  人権問題への関心は高い水準で推移しており、2020年度（令和２年度）に実

施した調査では、差別や偏見を扱った報道や新型コロナウイルス感染拡大をきっ

かけに人権問題へ関心をもったとする割合が高くなっています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人権問題へ関心がある人の割合 

令和２年度調査 87.0% 

平成 27 年度調査 85.4% 

平成 20 年度調査 85.0% 

 

人権問題へ関心をもったきっかけ（上位３つ）

新聞・テレビ・インターネット等による差別や

偏見を扱った報道
71.5%

新型コロナウイルス感染拡大に伴う差別や誹謗

中傷
64.0%

学校における人権教育 35.7%

長野県 人権に関する県民意識調査報告書（令和２年度実施）より 

図 10 
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（１）高齢者を取り巻く状況 

① 要介護（要支援）者の推移 

長野県の高齢者数、高齢化率は一貫して増加・上昇傾向にあり、高齢者数は

649,307名（2022 年（令和 4年）4月時点）で、高齢化率は 32.8％に達し

ており、高齢化は進行している状況です。長野県の第１号被保険者（介護保険の

被保険者のうち 65歳以上の人。）のうち要介護（要支援）認定者数は 112,511

人（2020 年度（令和 2 年度））で、やや増加傾向にあります。第１号被保険者

に占める要介護（要支援）認定者の割合（認定率）は 17.2％で、全国より低い水

準で推移しています。性・年齢調整を行った認定率は、近年徐々に低下しており、

2020年度（令和２年度）は 13.8％となっています。 

 

図 11 要介護（要支援）認定者数の推移 

 
厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」 

図 12 調整済認定率の推移 

 
厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

※調整済認定率は「どの地域も全国平均と全く同じ第１号被保険者の性・年齢構成だったとして

計算した場合の認定率  
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第３節 多様な当事者を取り巻く状況 
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② 介護サービスの利用状況と介護給付費の推移 

   長野県の介護サービス（予防を含む）を利用する人数は「居宅サービス」が最

も多く、増加傾向にあります。「施設サービス」の利用者数の状況はほぼ横ばいで

すが、「地域密着型サービス」は定員 18人以下の小規模通所介護が 2016年（平

成 28年）4月から地域密着型サービスへ移行したことにより利用者数が大きく

増加しています。高齢化の進行等により介護サービスの利用者数の増加が見込ま

れ、長野県の介護給付費も今後さらに増加することが見込まれています。 

 

図 13 介護サービス利用者数（年度累計）の推移 

 

厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」 

※各サービスを重複して利用する場合があるため、実人数は一致しない 

 

図 14 介護給付費（年度）の推移 

 
厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」 
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 ③ 高齢者虐待相談対応件数 

   県内の、養護者による高齢者虐待の相談通報件数は増加傾向でしたが、2019

年度（令和元年度）から減少に転じています。2021年度（令和３年度）の判断

件数は 310件でほぼ横ばいとなっています。 

養介護施設従事者等による高齢者虐待については、相談・通報件数はともに増

加傾向であり、2020 年度（令和２年度）は減少したものの、2021年度（令和

３年度）は増加に転じています。 

また、判断件数は近年減少傾向となっていましたが、2021年度（令和３年度）

は増加となっています。 

 

図 15-１ 養護者による高齢者虐待件数の推移 

 
長野県介護支援課調べ 

 

図 15-2 養介護施設従事者等による高齢者虐待件数の推移 

 

長野県介護支援課調べ 
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④ 介護人材の需給推計（介護人材の不足） 

   長野県では 2019年（平成 30年）時点で約 3万 7千人が介護職員として働

いています。今後少子高齢化が進行する中で、2023年（令和５年）には約 1,308

人の介護職員が不足し、団塊の世代が 75 歳以上になる 2025 年（令和７年）

には 1,801人以上の介護職員が不足すると見込まれています。 

 

図 16 介護人材の需給推計 

 
厚生労働省「第 8 期介護保険事業計画に基づく介護人材必要数について（2021 年）」 

※2019 年度の介護職員数は実績値のため需要と供給を同数としている。 

 

（2）障がい者を取り巻く状況 

① 障害者手帳所持者数の推移 

2021年（令和３年）3月末時点の長野県内の障害者手帳所持者数は、身体障

がい者 83,661人、知的障がい者 20,181人、精神障がい者 26,081人、合計

129,923人となっています。 

身体障がい者は近年減少傾向にある一方で、2014年度（平成 26 年度）に比

べ、知的障がい者は 15.0％、精神障がい者は 59.9％増加しています。 

 

図 17 障害者手帳所持者数の推移（各年度末） 
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② 障がい者のサービス利用状況 

  障がいのある方が地域での自立した生活の場の一つであるグループホームの

利用者数や居宅介護などの居宅サービスの利用者（延人数）が増加傾向となって

います。一方で障がい者入所施設の利用者数は減少傾向にあります。 

 

図 18 障がい者サービスの利用者延人数の推移 

 

 

③ 障がい者虐待相談対応件数 

2020年度（令和２年度）の長野県障がい者権利擁護センター及び市町村障が

い者虐待防止センターにおける障がい者虐待対応件数は、「養護者による障がい者

虐待」の相談・通報・届出件数が 104件、うち、虐待判断件数は 35件で、概ね

増加傾向にあります。「障害者福祉施設従事者等による障がい者虐待」の相談・通

報・届出件数は 52 件、うち、虐待判断件数は 12 件で、概ね横ばいとなってい

ます。障がい者虐待の通報義務の認識の高まりにより、相談・通報件数が増加し

たものと考えられます。 

 

図 19-1 養護者による障がい者虐待件数の推移 
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図 19-2 障害者福祉施設従事者等による障がい者虐待件数の推移 

 

長野県障がい者支援課調べ 

（３）子どもを取り巻く状況 

① 出生数と合計特殊出生率 

   長野県の出生数は 12,514 人（2021 年（令和３年））であり 1975 年以降

減少傾向で推移してきました。また、合計特殊出生率も減少傾向にありましたが、

2010年（平成 22年）頃から増加傾向に転じましたが、2021年（令和３年）

は減少し、1.44（全国 1.30）となっています。 

 

図 20 出生数と合計特殊出生率 

 
厚生労働省「人口動態統計」 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性がそ

の年齢別出生率で一生の間に産むとしたときの子どもの数に相当する。 

 

② 不登校児童生徒の状況 

長野県の不登校児童生徒について、小学校、中学校の不登校児童生徒は、近年、

増加傾向となっています。全国と同様の結果ですが、小中学校の 1000人当たり

の不登校児生徒数は、2021年度（令和 3 年度）は過去最多となっています。 
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図 21 不登校児童生徒の状況 

 

文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 

文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

③ 高等学校中途退学者の状況 

  長野県の高等学校における中途退学者は、2021年度（令和３年度）には、前

年度に比べ増加し、474人となっています。 

 

図 22 高等学校中途退学者の状況 

 

 

④ 児童虐待相談対応件数 

2021年度（令和３年度）の県内児童相談所における児童虐待相談対応件数は

2,651件と、９年連続で増加し、1990年度（平成２年度）に統計を取り始めて

以降、過去最多を更新していましたが、2021年度（令和３年度）は減少に転じ

ました。 
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図 23 虐待の種別ごとの児童虐待相談対応件数の推移 

 
 

⑤ 子どもの貧困の状況 

全国の子どもの貧困率は 2018年（平成 30年）に 13.5％となり、2015年

（平成 27年）に比べ 0.4ポイント減少しましたが、7人に１人の子どもが相対

的貧困の状況にあります。また、世帯構成別に見ると、大人が２人以上いる世帯

の相対的な貧困率が 10％程度であるのに対し、ひとり親家庭等、大人が１人の

家庭の相対的な貧困率は約５倍の 50％程度となっています。 

なお、OECD の所得定義の新基準（可処分所得の算出に用いる拠出金の中に、

新たに自動車税等及び企業年金を追加）に基づき算出した「相対的貧困率」は

15.7％、「子どもの貧困率」は 14.0％となっています。 

 

図 24 相対的貧困率の推移（全国） 
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（４）生活困窮世帯等を取り巻く状況 

① 生活保護受給者の推移 

   長野県の被保護人員は増加傾向にありましたが、2014 年（平成 26 年）の

11,528人をピークに減少傾向にあり、2021年（令和３年）は 10,995人と

なっています。被保護世帯数は約 9,000 世帯で横ばいの状況となっています。

近年は障がい・傷病世帯の割合が減少している一方で、高齢者世帯の割合が高く

なっています。 

 

図 25 世帯数・被保護人員・保護率の推移 

 

長野県地域福祉課調べ 

図 26 世帯類型別被保護世帯数の割合の推移 

 

※年度別割合の合計は端数調整のため 100％にならない年もある。     長野県地域福祉課調べ 

 

② 生活困窮者自立支援制度の利用状況 

長野県の生活困窮者自立支援制度による人口 10 万人当たりの新規相談受付月

平均件数は減少傾向にありましたが、2020 年度（令和２年度）に大幅に増加し、

高止まりの状況となっています。 
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図 27 新規相談受付件数・プラン作成件数（人口 10万人当たり/月） 

 

 
 厚生労働省「生活困窮者自立支援制度支援状況調査」 

（５）自殺者を取り巻く状況 

① 自殺者数・自殺死亡率の推移 

長野県の自殺者数は、1998 年（平成 10 年）以降は 480 人から 580 人前

後で推移していましたが、2008 年（平成 20 年）以降は減少傾向にあります。

2018 年（平成 30 年）に 313人と最も少なくなっていましたが、2019年以

降は増加し、2021 年（令和３年）の自殺者数（325 人）となっています。依

然、１日におよそ１人が自殺で亡くなっている状況が継続しています。また、近

年の未成年者（20歳未満）の自殺死亡率は全国の中でも高い水準にあります。 

 

図 28 自殺者数及び自殺死亡率の推移 

 
厚生労働省「人口動態統計」 自殺死亡率：人口 10 万人当たりの自殺者数 
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図 29 未成年者の自殺者数及び自殺死亡率の推移 

 

厚生労働省「人口動態統計」 総務省「人口推計」 

（６）県内の外国人の状況 

   県内の外国人数は、2007 年（平成 19 年）に 43,336 人となりましたが、

県内景気の減退等の理由から 2014年（平成 26年）に 30,748人まで減少し

ました。その後、外国人材の受入れ拡大により徐々に増加し、2019年（平成 29

年）は 38,446人となりましたが、2021 年（令和３年）には 35,673人と減

少に転じました。外国人を国籍別に見ると、中国籍が一貫して最も多く、ベトナ

ム籍、ブラジル籍、フィリピン籍が続いています。 

 

図 30 外国人人口の推移 

 
外国人人口：出入国在留管理庁「在留外国人統計」（「旧登録外国人統計」） 

長野県人口：長野県企画振興部調べ 

※外国人人口は 12 月 31 日時点。長野県人口は 1 月 1 日時点。 
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（７）ひきこもりに関する状況 

県内の民生委員児童委員に対するアンケートでは、県内にひきこもりに該当す

る方は 2,290人おり、そのうち 40歳代以上の中高年層が 63.1％を占めていま

す。 

ひきこもりの期間について、「10年未満」までの割合は 51.8％、「10年以上」

は 40.1％となっています。また、ひきこもりに至った経緯は「わからない」が最

も多い（32.7％）ものの、判明している者では、「疾病・性格など」19.7％、「就

職したが失業した」12.5％、「不登校」11.1％の順となっています。特に 10 歳

代・20 歳代では、「不登校」（それぞれ、67.1％、24.4％、）、また 40・50歳

代では「失業」（それぞれ 15.3％、15.5％）を経緯とするものが多くなっていま

す。 

 

表５ ひきこもりの状況 

  

 

 

 

 

長野県「ひきこもり等に関する調査」（令和元年度）より 

 

 

年代 1年未満
1～3年

未満

3～5年

未満

5～10年

未満
10年以上 無回答 合計

10歳代 13 55 29 12 2 5 116

20歳代 6 29 57 83 34 16 225

30歳代 13 29 67 128 207 40 484

40歳代 5 48 79 143 321 56 652

50歳代 9 50 73 104 250 38 524

60歳代 4 40 37 52 89 14 236

不明 2 6 7 7 15 16 53

合計 52 257 349 529 918 185 2,290

（単位：人）

年代 不登校
就職できな

かった

就職したが

失業した
家族や家庭環境

疾病・性格など

本人の状況
分からない その他 無回答

10歳代 96 4 4 18 5 11 4 1

20歳代 75 32 23 25 45 80 24 4

30歳代 79 39 77 47 95 222 51 8

40歳代 43 43 125 67 166 288 75 11

50歳代 22 20 99 54 163 215 55 10

60歳代 1 6 24 32 85 100 37 3

不明 3 0 6 8 5 24 6 6

合計 319 144 358 251 564 940 252 43

（単位：人）

表６ ひきこもり等の経緯 
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（８）医療的ケア児に関する状況 

医療的ケア児については、県全体で少なくとも 508 名となっており、市町村

からの把握状況から、支援を行う事業者や日中の居場所がない状況がうかがわれ

ます。 

 

 

 

長野県 医療的ケア児等実態調査報告書（令和元年度）より 

 

図 31 市町村の把握している対象者からの声等 

  

 

長野県 医療的ケア児等実態調査報告書（令和元年度）より 

 

表７ 医療的ケア児の状況 （単位：人） 
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（９）ヤングケアラーに関する状況 

お世話をしている家族がいると回答したのは、小学生で 11.6%、中学生で

6.3%、大学生・短大生で 4.5%（「かつていた」と回答したのは 3.7%）となっ

ています。一方で、ヤングケアラーであることの自覚している者の割合はお世話

をしている家族がいると回答した割合より低い状況となっています。 

 

図 32 お世話をしている人の有無とその家族 

 

長野県ヤングケアラー実態調査調査結果報告書【概要版】（令和４年度）より 

 

図 33 ヤングケアラーであることの自覚 

 

長野県ヤングケアラー実態調査調査結果報告書【概要版】（令和４年度）より 

図 34 ヤングケアラーの認知度 

 

長野県ヤングケアラー実態調査調査結果報告書【概要版】（令和４年度）より  
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〇 市町村地域福祉計画の策定状況 

県内 77 市町村における地域福祉計画の策定状況は「策定済み」が 40 市町村、

「未策定」（策定予定を含む）が 37市町村となっています。全国の計画策定率と比

較しても低い水準にあり、特に町村部で策定が進んでいない状況です。 

厚生労働省が実施した調査では未策定の理由として、「計画策定のための人材や

ノウハウ等が不足している」との回答が最も多くあげられています。 

 

表８ 市町村地域福祉計画策定状況 

 策定済 策定予定 策定未定 策定率  
策定率 

（全国） 

市 17 2 0 89.5%  94.5% 

町村 23 4 31 39.7%  72.8% 

全県 40 6 31 51.9%  82.9% 

厚生労働省「地域福祉計画策定状況等調査」 ※2021 年（令和 3 年）4 月 1 日現在値 

 

第５節 市町村地域福祉計画の策定状況 



 



 

 

 

第 ３ 章 

計画の基本理念 
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ともに学び ともに創る 地域共生・信州 

 

 

・世代の違い、障がいの有無、文化の違いなど多様な個性を学び合

い、尊重し合い、お互いに関わり合い、誰もが生き生きと暮らす

信州 

 

・分野や立場に関わらず、様々な人や組織の協働により、ライフス

テージを通じて、その人らしい居場所と出番がある豊かな信州 

 

・福祉だけではなく、分野の枠を超え、困りごとに応じて支え合い

の輪が重なり合い、ともに支え合う信州 

 

 

  

第１節 計画の基本理念 
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長野県が目指す地域共生社会について共有するため、次のとおり３つのイメー

ジを掲げます。 

 

 

   

 

イメージ２ 

  

 

  信州の自然と培われてきた風土の中で、子どもも高齢者も、障がいや個性を

持つ人も、多様性を尊重し合いながら暮らす、誰にでもあたたかな地域社会の

姿です。 

 

 

 

   

 

イメージ２ 

  

   

人口減少社会において、一人ひとりを地域の宝として、チャレンジする人を

何度でも応援し、それぞれの個性を活かした活躍の場を創造していく、地域社

会の姿です。 

 

 

   

 

イメージ２ 

  

 

 

  地域課題を「我が事」として受け止めた住民の福祉活動と、地域で解決でき

ない課題を「丸ごと」受け止める相談窓口、そして、課題解決に専門的に対応

していく相談支援ネットワークが包括的に支える社会の姿です。 

 

※「ごちゃまぜ」 
福祉的なサービスが必要な人も、そうでない人も、多様な個性の

人が、同じ地域の一員として生きていくというイメージ 
  

イメージ３  

住民や団体、法人など多様な担い手が地域福祉に参加し、地域性

にあわせて、自助、互助、共助、公助により包括的に支える社会 

イメージ１  

お互いに関わり合いながら、誰もが居場所と役割を持ち、その人

らしく生きることのできる「ごちゃまぜ」（※）の社会 

イメージ２  

「支え手」「受け手」の役割分担を超えて、皆が地域づくりの主体

として支え合う社会 

第２節 私たちが目指す地域共生社会とは 
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基本理念を実現するため、次の視点を、地域福祉を推進する施策の視点として

掲げます。 

 

第３節 施策の基本的視点 

学びの推進 

 

・誰もがその人らしく生きるために、地域に生活する人々が、 

多様な個性を学ぶこと。 

・皆が地域づくりの主体として支え合うために、地域で営まれて 

いる様々な活動を学ぶこと。 

・地域の中で、包括的に支える社会をつくるために、 

福祉に関する多様な担い手が必要な知識を学ぶこと。 

場づくり 

 

・誰もがその人らしく生きるために、地域の中の多様な居場所を

つくること。 

・皆が地域づくりの主体として支え合うために、個性を生かせる

活動の場をつくること。 

・地域の中で、包括的に支える社会をつくるために、多様な担い

手が地域福祉に参加し、専門的な相談支援の場をつくること。 



 

 

 

第 ４ 章 

地域共生社会創造へ向けての施策の方向性 
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めざす姿  

多様な個性の理解が進み、誰もが安心できる環境がある  

【達成目標】 

指標名 現状（年度） 現状（年度） 

信州こどもカフェ設置数 159か所（2021） 270か所（2027） 

住民運営による通いの場の数 2,474か所（2020） 4,000か所（2027） 

障がい者が参加するプログラムを

行っている総合型地域スポーツク

ラブの割合 

26.9％（2021） 50.0％（2027） 

他者の人権を尊重することについ

て意識して行動している人の割合 
86.8%（2021） 90%（2027） 

 

１ 多様性の学びと交流と対話の場づくり 

現状と課題 

（１）多様な当事者の理解 

○ 高齢者や乳幼児と暮らしたことのない子どもたちにとって、生活の中で家族以

外の多様な世代や立場の人とふれあう機会が限られていることから、学校教育の

中で、当事者の話を聞くことによって、ちがいや多様性について考え、理解する

機会が必要です。 

○ ともに生き、支え合う社会の実現に向けては、学校教育と併せて、地域、企業

等での意識の醸成に取り組むことが重要です。 

〇 ＬＧＢＴ総合研究所が 2019 年に実施した意識行動調査では、性的指向およ

び性同一性（性自認）のいずれかにおいて少数者である人は 10.0%と、10人に

1人の割合でした。また、「LGBT」という言葉自体の認知は 91.0%と、2016

年時点の 54.4%に比べ大きく伸長していました。一方、どのような人たちを指

すのか理解している人は 57.1%に留まっていることや、LGBT・性的少数者に

該当しない人のうち、29.4%が「どう接していいのか分からない」と回答、36.6%

が「どの様な配慮が必要か分からない」と回答していることもから、理解の促進

が重要です。 

〇 人権問題への関心は高い水準で推移しており、2020年度（令和２年度）に実

施した人権に関する県民意識調査では、差別や偏見を扱った報道や新型コロナウ

イルス感染拡大をきっかけに人権問題へ関心をもったとする割合が高くなって

いることからも、理解の促進への機運は高まっていると考えられます。 

第１節 多様性を尊重し誰もが安心して暮らせる社会づくり 
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〇 県としても障がいのある人もない人も共に生きる長野県づくり条例（障がい者

共生条例）を制定・施行するなど、共生社会に向けた取り組みの実施が重要です。 

〇 また、外国籍県民も３万人以上となっている中、生活に必要な日本語やルール

を理解することや、外国籍県民の積極的な地域づくりへの参画を推進するために

は、受入環境を整備することも必要になります。 

（２）交流と対話の場づくり 

○ 都市化の進行や少子高齢化等による地域における人間関係の希薄化により、地

域とのつながりが薄い単身高齢者が増加するなど、地域コミュニティの弱体化が

進んでいます。 

○ 現在の希薄化した人間関係を結びなおし、コミュニティの再興を図り、豊かな

ものにしていくには、ヒト・モノ・コトが行き交う場が必要です。 

○ それは単なる空間としての場所ではなく、ヒトが出会う場であり、楽しみや食

べ物、伝統行事や自然環境など、様々なモノやコトが行き交い、人の思いが混ざ

り合う、人間関係をより豊かにする「地域共生の場」です。 

〇 そうした場が、それぞれの居心地の良い場として機能することで、様々な交流

や対話の生まれる場となっていくことが期待されます。 

○ また、地域の集会所や公民館、空き店舗などを活用した居場所やまちの縁側、

サロン活動、小さな拠点など、誰もが気軽に立ち寄れ、顔見知りの関係ができる

中で日常的な困りごとなどの相談もできる場所を作る取組が必要です。 

〇 さらに、拠点として高齢の男性も気兼ねなく行くことができるコンビニエンス

ストアや薬局、ドラッグストア、家電量販店といった民間企業等と連携・協力を

図る等の試みも期待されます。 

〇実際に、住民主体の通いの場や信州こどもカフェなど、居場所づくりの取組は進

みつつあり、今後も、多様な居場所づくりを推進していく必要があります。 

○ ボランティアセンター等の機能充実や、空き家を活用した地域おこし協力隊、

ＮＰＯ・ボランティア団体の活動の場づくり、公共施設や、福祉・介護事業所の

施設の一部開放など、多様な主体による場づくりの広がりも期待されます。 

〇 地域につくられた居場所や交流の場などは、孤立やひきこもり等の防止、地域

生活課題の把握の場やその解決に向けた意識の醸成と、実践へとつながる第一歩

をともに歩む行動の起点となる活動の拠点ともなります。 

今後の取組の方向性 

   地域住民や公・民の団体、企業においても高齢者や障がい者、生活困窮者、外

国籍住民など多様な人々が集いともに暮らす、「ごちゃまぜの社会」を目指して、

人とのちがいや多様性について継続的に学び、理解するための機会を確保するこ

とが必要です。 

  人と人が出会い、関わり合い、楽しさを分かち合う緩やかな居心地の良い居場

所であるとともに、困りごとなどを共有し、支え合いのきっかけとなる場（地域

サロン、まちの縁側等）を、身近な地域に増やしていくことが望まれます。 

   多様な個性やちがいがあることを知り、交流し、対話することで、お互いを尊

重し合えるように、学びと交流の場を作る取組が重要となっています。 
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主要な施策展開 

 

〇 地域や企業において、当事者との交流等を通じて、ちがいや多様性を理解し、

共に暮らし共に働くための学びの場づくりを、公民館活動とも連携し、長野県社

会福祉協議会や社会福祉団体等と協力しながら支援します。 （地域福祉課） 

〇 長野県社会福祉協議会と連携し、市町村や市町村社会福祉協議会が地域住民の

声を聴いて行う、多様な住民が集う居場所づくりを支援します。 

 （地域福祉課） 

〇 地域づくりに向けて住民と行政など、多様な立場の人たちが一緒に考え、プロ

セスを共有していく対話の場としての住民支え合いワークショップの開催などの

機会の創出を促進します。 （地域福祉課） 

〇 生活困窮者等、社会から孤立又はそのおそれがある者が地域社会で自立安定し

た生活を営めるよう、居場所の確保（交流の場設置）及び地域生活への復帰支

援、食料支援を行うＮＰＯ等民間支援団体と連携し、生活の自立に向けた支援を

行います。 （地域福祉課） 

〇 犯罪や非行のない明るい社会を築くため、国が実施する“社会を明るくする運

動”に参画するとともに、市町村への協力を図ります。 （地域福祉課） 

〇 県民や支援者のひきこもりに対する理解を深めるとともに、相談窓口の設置促

進や圏域の支援機関の連携強化、地域の居場所等支援資源の情報発信などによ

り、ひきこもりの方や家族を身近な地域で支える体制整備を図ります。 

 （地域福祉課） 

 

〇 若年性認知症（65歳未満で発症する認知症の総称）の人やその家族の意見が尊

重されるよう、若年性認知症コーディネーターが調整役となり支援関係者とのネ

ットワークづくり、居場所づくり等の支援を行います。 （介護支援課） 

〇 介護予防に関する研修会の開催や通いの場創設のためのアドバイザー派遣など

により、市町村における介護予防及び生活支援サービスの拡充を支援します。 

（介護支援課） 

 

〇 2028年に本県で開催される第 82回国民スポーツ大会や第 27回全国障害者

スポーツ大会等を契機として、パラウエーブ NAGANOプロジェクトなどのスポ

ーツを通じた取組により、障がいの有無や性別、年齢にかかわらず、互いに尊重

し理解を深め支え合う共生社会づくりを推進します。 （障がい者支援課） 

〇 西駒郷においては、地域生活移行の推進役として、障がい者本人の意向に寄り

添った支援を行い、施設が地域社会に溶け込み、障がいの有無に関係なくお互い

を尊重し支え合う関係づくりに取り組みます。  （障がい者支援課） 

〇 障がいのある人が地域で安心して暮らせるよう、障がいのある人へのちょっと

した配慮、手助けを実践する「信州あいサポート運動」や、外見では分かりづら

い、援助や配慮を必要としている人が身に着けることで、周囲の人に配慮を必要

であることを伝えることのできるヘルプマークの普及を図ることにより、「支え

手」と「受け手」の相互理解を推進します。 （障がい者支援課） 
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〇 障がいのある人への社会的障壁（モノ、環境、人的環境等）を取り除くのは社

会の責務であるという「障がいの社会モデル」の普及啓発を県民や事業者に行

い、障がいのある人に対する差別解消や合理的配慮の提供を推進します。 

 （障がい者支援課） 

 

〇 命や暮らしの危機に陥った場合には誰かに助けを求めてよいという理解の促進

や県民一人ひとりがゲートキーパーの役割について理解し、実践できるよう普及

啓発を展開します。 （保健・疾病対策課） 

 

〇 動物愛護センターで実施されている「ハローアニマル子どもサポート」の全県

での拡大実施（おでかけハローアニマル子どもサポート）を図り、ひきこもり

や、不登校の子どもの居場所を提供するとともに、動物とのふれあいや、世話体

験等を通じた動物介在活動により、自尊感情や自己有用感を育て、社会参加を支

援します。また、各地域で独自に動物介在活動ができるよう基盤づくりを行いま

す。 （食品・生活衛生課） 

〇 動物愛護の精神や適正な飼養管理の普及・啓発により、県民の生活環境向上を

推進します。 （食品・生活衛生課） 

 

〇 患者が住み慣れた地域で自分に適した薬局を選択できるよう特定の機能等を兼

ね備えた地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局並びに健康サポート薬局の取組

を支援します。 （薬事管理課） 

 

〇 社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者が安心して通うことができる居

場所等を運営する民間団体を支援し、社会的自立を促進します。 

 （次世代サポート課） 

〇 日常的に独身の異性と出会う機会が少ない業種間・県内外での広域的な交流・

出会いの機会の提供や、ながの結婚マッチングシステムの利用者を拡大すること

により、若者の出会いを応援します。 （次世代サポート課） 

〇 信州こどもカフェなどの学習支援、食事提供、悩み相談等の複数の機能・役割

を持ち、家庭機能を補完する一場所多役の子どもの居場所づくりを促進します。 

（次世代サポート課） 

 

〇 高齢者や障がい者、子育て世代、子ども等、地域に暮らす様々な人が集うこと

のできる交流の場の設置を支援します。 （こども・家庭課、地域福祉課） 

 

〇 人権視点に立った行政運営の徹底、教育・啓発と相談支援により、同和問題そ

の他のあらゆる人権に関する課題の解消に向け、人権が尊重される社会づくりを

推進します。 （人権・男女共同参画課） 
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〇 あらゆる世代において固定的性別役割分担意識の解消を図るため、男女共同参

画センター、公民館等における学習機会の充実や学校教育の中で男女共同参画社

会づくりに関する教育を推進します。 

 （人権・男女共同参画課、次世代サポート課、学びの改革支援課） 

〇 県民の行動変容につなげるため、県内の男女共同参画の現状を広く共有し、市

町村や民間団体等の主体的な取組を促進します。 （人権・男女共同参画課） 

〇 同性パートナーシップ制度創設などにより、性的マイノリティの方々の生きづ

らさの解消と性的指向及び性自認の多様性に対する県民の理解を促進します。 

（人権・男女共同参画課） 

〇 福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる隣保館の活動支援により、地域

における人権課題解決に向けた取組を推進します。 （人権・男女共同参画課） 

 

〇 外国人と共に活躍できる共生社会の実現に向け、様々な関係機関との連携・協

働体制の構築により、外国人県民の日本語教育を充実します。 

 （多文化共生・パスポート室） 

 

〇 多様な主体・地域とつながる機会や場づくりを検討することで、高齢化が進む

県内の文化芸術団体の活動の継続を支援します。 （文化政策課） 

〇 アートの手法を活用した学びを教育現場で拡大し、子どもたちのコミュニケー

ション能力、創造力、他者理解や自己肯定感等の向上を支援します。 

 （文化政策課） 

〇 長野県障がい者芸術文化活動支援センター（愛称：ザワメキサポートセンタ

ー）と信州アーツカウンシルの連携により、障がいのある人の制作したアート作

品の認知度の向上、普及を推進します。 （文化政策課、障がい者支援課） 

 

〇 消費者教育・啓発の充実等や県消費生活センターの機能強化、市町村への支援

強化により、金融リテラシーの向上も含めた、県民の自主的・合理的な消費活動

を促進するとともに、消費者被害の未然防止・救済を推進します。 （くらし安

全・消費生活課） 

 

〇 生涯学習推進センターにおいて、福祉など現代的な地域課題について学ぶ機会

をつくります。 （文化財・生涯学習課） 

〇 住民、地域づくり団体が行う地域づくり活動及び県内における先進的な公民館

活動を表彰するとともに、他地域への広がりを支援します。 

 （文化財・生涯学習課） 

〇 図書館や公民館、オンライン等を活用し、社会を構成する多様な人々が集まり、

学び、影響し合い、新たな社会的価値を創ることができる場や機会を創出します。  

（文化財・生涯学習課、総合政策課） 
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〔ごちゃまぜの居場所づくりの事例〕   

ＪＯＣＡ（駒ケ根市） 

＜内容＞ 

  2018年に、JOCAは本部事務所を駒ヶ根市に移転するとともに、駒ヶ根市と連

携して中心市街地にある銀座通り商店街に、市民が気軽に立ち寄れるオープンスペ

ースを設置しました。 

世代、病気や障がいの有無、国籍に関わらず地域に暮らす人が日常的に関わり合

うことができる「ごちゃまぜ」の地域交流拠点を核に、商店街を一つの空間とし

て、福祉×健康づくり、福祉×食堂など、様々な人がそれぞれの理由で集うサード

プレイスのような場づくりに取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

敢えてオープンなスペースとして機能を限定しないようにすることやオープンス

ペースで事務を行う等で常に人がいる空間とし、多様な人が出入りしやすく、自然

と人と人がつながり、交流が生まれるようにしています。 

また、就労支援等の多機能型事業所として、それぞれの事業で、障がい者の就労

支援も行いながらスタッフとして地域と関わる場をつくることで、障がい者が自然

と溶け込むように福祉の力を組み合わせています。 

 

 

 

 

（資料提供 公益社団法人青年海外協力協会） 

「ごちゃまぜ」の交流拠点 

市民活動センターとしても機能 

ゴッチャ！ウェルネス 

子どもから高齢者まで健康づくり 

大衆食堂きよし 

地域の味を承継 
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〔住民の力を活かす居場所づくりの事例〕   

集い場ふらっと（松本市） 

＜内容＞ 

  NPO 法人ワーカーズコープは 2007 年から、児童館・児童センター、児童クラ

ブを運営しています。その後、県営団地内に信州こどもカフェ「なみカフェ」を立

ち上げ、子どもの居場所に取り組むことで、団地内住民と交流や支援のきっかけが

生まれ、2018年 9月に団地内の住民が運営する、みんなのおうち「集い場ふらっ

と」の立ち上げを支援しました。住民のみの運営では、常に人がいる環境を作るこ

とが難しいため、誰でも気軽に来れる居場所として機能させるため、2021年 4月

より NPO法人ワーカーズコープが運営し、住民が利用する形をとっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

住民の力を引き出せるように、住民の活動拠点として、「信州こどもカフェ」の

スペースや、住民による講座などが開催できるように機能させるとともに、運営者

が常駐することで、住民がふらっと立ち寄れるスペースとしても機能させること

で、住民同士の交流や企画が生まれるようにしています。 

 

 

 

 

 

（資料提供 NPO 法人ワーカーズコープ） 
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２ 安心して暮らせる環境づくり 

現状と課題 

（１）地域の中での権利の尊重 

○ 安心して暮らせる社会を創るためには、生活の基盤や尊厳を守ることとともに、

その人らしく生きる権利を守り、生活の質の向上と精神的な豊かさを高めること

が必要です。 

〇 複合的な課題を抱える方の中には、「生きていくために必要な衣食住に事欠い

ている」「働きたくても働けない」「学習したくても環境が整わずあきらめている」

「本来受けるべき医療や福祉サービスを受けられない」「虐待・差別等で人とし

ての尊厳が傷つけられている」「頼りたいけれども身寄りがない」等、権利や機会

を奪われている人もいます。 

〇 そういった中で、地域住民が人としての生きる権利や機会、その人らしい生活

等の理念を正しく理解できるよう意識情勢について、支え合いの実践の中で学ぶ

ことや学習や羞恥の機会を作ることも望まれます。 

○ また、判断能力が十分でない認知症高齢者及び知的・精神の障がい者等の権利

を擁護するために成年後見制度の利用促進が望まれます。 

〇 長野県の成年後見関係の申立数は、近年では概ね横ばいも、令和２年度には近

年でも最低水準となっています。市町村長申立件数は増加傾向となっており、令

和２年度には減少に転じたものの、令和３年度には再び増加しています。 

 

（２）教育の中での多様性の尊重 

〇 発達障がいのある児童生徒の増加や日本語を話さない家庭環境など、子ども

の特性や置かれた環境が様々であるため、一人ひとりの特性や状況に応じた学

びの環境を整備し、子どもたちが互いに認め合い、幸福を追求できるようにす

ることが必要です。 

〇 社会環境の変化や厳しい生活背景をもつ児童生徒の増加等により学びの機会

に格差が生じているため、学校外も含めた多様な学びの場の充実と、関係者間

の一層の連携強化による学びの保障が必要です。 

〇 外国籍の子どもに対しても、学校での支援や生活上の支援など、必要な支援が

届くようにすることが必要です。 

 

今後の取組の方向性 

地域住民が、人としての生きる権利や機会、その人らしい生活等の理念を正しく

理解できるよう、権利擁護の意識の醸成について、支え合いの実践を行う中で学ぶ

ことや、学習・周知の機会をつくることが望まれます。 

また、学校教育においても、一人ひとりが尊重され、安全安心な学びの環境の中

で、多様な特性を持った子どもたちが互いを認め合い、持てる力や可能性を最大限

発揮できることが望まれます。 
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主要な施策展開 

〇 高齢や障がい等により判断能力が低下しても、その人らしく生活できること

を支援するために総合的な権利擁護体制の構築を推進します。  

（地域福祉課） 

〇 成年後見制度利用促進基本計画で示された地域連携ネットワークについて、

広域的な観点から、家庭裁判所や弁護士会・司法書士会・社会福祉士会等との

連携面など必要な支援を行います。 （地域福祉課） 

〇 認知症や知的障がい、精神障がい等により判断能力が十分でない方に対し、

自立した生活が送れるよう、日常生活自立支援事業を実施する長野県社会福祉

協議会へ引き続き必要な支援が実施されるよう支援を行い、事業が適切に実施

されるよう努めます。  （地域福祉課） 

〇 中国帰国者に対する日本語習得や生活に関する相談などの支援を通じ、地域

への定着や自立を促進します。 （地域福祉課） 

 

〇 医療・介護・生活支援などの各サービスが地域の中で切れ目なく提供される

地域包括ケア体制の確立を支援します。 （介護支援課） 

〇 地域包括ケア体制の構築状況を見える化し、市町村が客観的に評価できるよ

うに支援します。 （介護支援課） 

 

〇 障がいを理由とする差別に関する相談窓口におけるきめ細かな対応や関係機

関との連絡調整を行うとともに、申立てに基づき、共生社会づくり調整委員会

によるあっせんにより紛争解決を図ります。 （障がい者支援課） 

 

〇 全国的に見て自殺の実態が深刻である「子ども」の自殺対策を強化するた

め、自殺のリスクを抱えさせない「生き生きと暮らす環境づくり」や、自殺の

リスクを抱える前段階における予防策、自殺のリスクを抱えた子どもへの危機

介入に取り組みます。  （保健・疾病対策課、心の支援課） 

 

〇 不登校児童生徒の多様な「学びの場」を確保し、フリースクールと学校との

連携体制を強化するため、「信州型フリースクール」を認証し支援します。 

（次世代サポート課） 

〇 ヤングケアラーの認知度を向上させるとともに、教育や福祉分野など関係者

の理解促進を図ります。 （次世代サポート課） 

 

〇 虐待等により保護者のもとから離す必要がある子どもについては、より家庭

的な環境でのケアが必要であることから、子どもの支援に携わる関係者の共通

認識のもと、里親委託などを推進します。  （児童相談・養育支援室） 

 

〇 同性パートナーシップ制度創設などにより、性的マイノリティの方々の生き

づらさの解消と性的指向及び性自認の多様性に対する県民の理解を促進しま

す。【再掲】 （人権・男女共同参画課） 
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〇 犯罪被害者等の心身に受けた影響からの回復、生活の再建と権利利益の保護

のため、長野県犯罪被害者等支援推進計画に基づく施策を推進します。 

 （人権・男女共同参画課） 

 

〇 アートの手法を活用した学びを教育現場で拡大し、子どもたちのコミュニケ

ーション能力、創造力、他者理解や自己肯定感等の向上を支援します。【再掲】 

（文化政策課） 

 

〇 日本語指導を行う教員、相談員等の配置や、日本語学習コーディネーターの

派遣により、外国籍児童生徒への就学・学習・生活支援を実施します。 

 （義務教育課、高校教育課、多文化共生・パスポート室） 

〇 学齢期を経過した者の教育機会の確保や、不登校児童生徒がより柔軟に学ぶ

ことができる場の充実のため、現在県内に設置されていない夜間中学及び不登

校特例校の設置について検討します。 （義務教育課、心の支援課） 

 

〇 低所得者世帯における高校生の生活支援策を充実することにより、経済状況

等に左右されない学びの機会を保障します。 （高校教育課、私学振興課） 

 

〇 児童生徒の個々の障がい特性や発達段階に応じたＩＣＴやＡＴ（アシスティ

ブ・テクノロジー）の効果的な活用と有効な支援・指導方法の蓄積・共有によ

り、個別最適な学びを推進します。 （特別支援教育課） 

〇 通級による指導を必要とする児童生徒の学びの場の保証や、特別支援学校に

在籍する児童生徒の副次的な学籍の取組等により、連続性のある多様な学びの

場を一層充実します。 （特別支援教育課） 

〇 長野県スクールデザインプロジェクト（NSDプロジェクト）」を通じ特別支

援学校の施設整備を推進することにより、幼児児童生徒の可能性が最大限伸び

る学びや、共生社会の実現に向けた協働的な学びを支えるための環境を整備し

ます。 （特別支援教育課） 

〇 特別支援学校において、全県で子どもの豊かな育ちに向けたポジティブな行

動支援を展開することにより行動面に困難のある児童生徒への支援を充実しま

す。 （特別支援教育課） 

 

〇 個々の認知や発達の特性を把握するアセスメント方法や、デジタルも活用し

た学習支援方法を研究することにより、学びづらさを抱える多様な児童生徒の

学びを充実します。 （学びの改革支援課、特別支援教育課） 

〇 ＩＣＴ機器を活用し、県立高校に在籍する長期入院生徒へのオンライン学習

支援を実施することにより、療養中の学びを保障します。 

 （学びの改革支援課） 

 

〇 タブレット端末等を活用することにより、不登校児童生徒へのそれぞれの居

場所における、多様な学習支援を実施します。 （心の支援課） 
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〇 学校以外の学びの場（フリースクール、教育支援センター等）との連携強化

により、子どもたちの多様な学びの場を確保、充実します。 （心の支援課） 

 

〇 電子図書館サービスの充実や図書館や博物館資料等のデジタル化・オープン

化の推進等により、全ての県民にとって学びにアクセスしやすい環境を充実し

ます。 （文化財・生涯学習課） 

〇 社会教育施設におけるデジタル基盤の整備やデジタルデバイド解消に向けた

取組を進め、誰もがＩＣＴを活用した学びの機会を得られる環境を充実しま

す。 （文化財・生涯学習課） 
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〔若者を中心とした支援の事例〕   

ＮＰＯ法人ジョイフル（塩尻市） 

＜内容＞ 

  2001年から活動を行っており、不登校やひきこもり、ニート等の若年者の「な

りたい自分」の支援や、家族や学校等周辺の人々を支援。 

就労支援をはじめ、不登校児童生徒の家庭・学校への訪問支援、居場所の運営支

援、コミュニケーションツール作成など、若者へむけた施策を展開。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

困っている若者とともに悩み考えながら、近くにいて感じること、伝えるべきこ

とを地域社会に伝えていく役割を担っている。 

また、家族やその若者を取り巻く環境を含め、地域の専門機関との連携による支

援など、その人にとって何が課題で、どんなことをしたいかを中心に、地域資源を

活用してサポート。 

 

 

 

 

 

（資料提供 NPO 法人ジョイフル） 

 ＜コミュニケーションツール＞ 

ゲームの中で、お互いを 

知っていくことができる 

＜地域の専門機関との連携により支援＞ 
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めざす姿  

多様な主体による活動を促進し、個性を生かした活躍の場がある 

【達成目標】 

指標名 現状（年度） 現状（年度） 

ボランティア活動者数 401,000人（2021） 増加させる（2026） 

生きがいを持って生活している元気

高齢者の割合 
60.1%（2019） 増加させる（2025） 

70歳以上まで働ける制度のある企業

の割合 
44.6%（2022） 64.7％（2027） 

県民等との共創により構築・実施した

事業数 
― 

累計25件 

（2023～2027） 

災害時住民支え合いマップ作成率 89.0％（2022） 現状以上（2027） 

１ 地域の支え合い促進のための人材育成 

現状と課題 

○ 無縁社会という言葉が注目され、地域の生活基盤の脆弱化や地域のつながりの

希薄化が指摘される中で、生活のしづらさや不安を抱えた人が増加しており、今

後さらに社会的な孤立の進行が懸念されています。 

〇 人口減少が進む中、新型コロナウイルスの感染拡大による影響もあり、地域活

動がさらに低下しているということも浮き彫りになっています。 

○ 多様な分野で地域と専門機関を結びつけ、課題解決に向けてコーディネートを

行う機能の重要性が認められるようになっており、福祉や医療、教育分野等でも、

こうした機能を担う職員が配置されつつあります。 

○ 地域福祉のソーシャルワーカーとして地域福祉コーディネーターやコミュニ

ティソーシャルワーカー、介護保険制度における生活支援コーディネーター、民

生・児童委員、保健師等が挙げられます。 

〇 民生・児童委員や、学びと実践を通じてコーディネート力を備えた住民が、今

後、生活者の視点から地域力の強化の主役として活躍することも期待されます。 

〇 地域生活課題をビジネスの手法で解決するコミュニティ・ビジネスに関わる人

材や、持続可能な地域づくりに取り組む人材の育成・活動支援等、福祉に携わる

人材だけでなく、福祉を志す若者も含めた多様な担い手の参加による地域づくり

の活性化が求められます。 

 

第２節 多様な主体による支えあいのある地域づくり  
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○ 民生・児童委員は地域の実情を理解し、住民の身近な相談相手として日常的な

見守りや、行政機関をはじめ地域の専門機関との橋渡し等の活動を行う方で、県

内では 5,273人が定数となっています。（202２年 12月時点） 

 ○ 地域社会の都市化や、核家族化の進行により、人と人との連帯感が薄れ、地域

コミュニティが揺らぎつつある中で、家庭の複合的な課題を受け止める地域のア

ンテナとして、民生・児童委員の活躍が一層期待されています。 

 ○ 民生・児童委員の活動の範囲が非常に横断的かつ幅広になり、任務の複雑多様

化に伴い支援の困難性や活動量も増加しています。職務の困難さや、地域住民の

民生・児童委員に対する理解不足に加え、ボランティア的な要素も強いことから、

担い手不足が課題となっています。 

○ 特に中山間地域では、生産年齢人口の減少と高齢者人口の増加が見込まれる中、

様々な経験を持ったシニア層が活躍することが期待されます。 

○ 長野県長寿社会開発センターに配置されたシニア活動推進コーディネーター

の働きにより、人生 100 年時代における高齢者の多様な活躍の場を広げる取組

が県内各地で展開されることが望まれます。 

今後の取組の方向性 

地域共生社会の実現を目指していくためには、地域住民を始め地域の多様な関係者

が、狭義の福祉に限定されない、広い意味での地域共生の理念を、学び、共有すると

ともに、自ら地域課題解決の主体として実践していくことが必要です。 

住民の自発性を促し、住民に寄り添った地域づくりを進めていくことのできる人材

育成を行うことが必要です。 

主要な施策展開 

〇 ボランティア活動の中核的役割を担う、持続可能な地域づくりを支える支援人

材の育成を支援します。 （地域福祉課） 

〇 ボランティア活動への参加機運の醸成と活動の普及を図るとともに、平時・災

害時を問わずボランティア活動が行われるよう、長野県社会福祉協議会と連携し、

体制の整備と強化を図ります。 （地域福祉課） 

〇 民生・児童委員を対象とした研修内容の充実を図るとともに、段階に応じて新

任・中堅・主任の各研修を実施し、必要な知識の習得、資質の向上を図ります。 

（地域福祉課） 

〇 高齢、障がい、子ども家庭支援、まちづくりなど多様な制度に基づいて配置さ

れている地域福祉のコーディネーターの協働を促進していくため、長野県社会福

祉協議会と連携し、各種コーディネーターのための分野横断の共通研修を実施し

ます。  （地域福祉課） 

〇 長野県民生委員児童委員協議会連合会と連携し、民生・児童委員の複雑多様化

する職務の負担軽減のため、民生・児童委員が活動しやすい環境づくりを進める

とともに、民生・児童委員の役割や活躍を広く県民に知っていただくため広報に

努めます。 （地域福祉課） 
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〇 介護予防に関する研修会の開催や通いの場創設のためのアドバイザー派遣な

どにより、市町村における介護予防及び生活支援サービスの拡充を支援します。

【再掲】 （介護支援課） 

〇 地域包括ケア体制の中で、認知症の人が安心して暮らせるよう、施設等への研

修の強化、チームオレンジの設置を支援します。 （介護支援課） 

 

〇 障がいの特性に応じてスポーツを楽しめるよう、障がい者スポーツ指導員の養

成や、総合型地域スポーツクラブ等への支援を進め、身近な地域でスポーツがで

きる環境を整えます。 （障がい者支援課） 

 

〇 シニア大学の講座や信州ねんりんピックの開催、全国健康福祉祭への選手派遣

などの高齢者の活躍を拡げる活動や、シニアクラブの地域における活動への支援

を通じて、高齢者が生きがいを持って暮らせる活躍の場づくりを促進します。 

（健康増進課） 

 

〇 自傷行為者や自殺未遂者等の自殺のハイリスク者を精神科医療や地域の関係

機関につなぐネットワークの強化や、自殺リスクの高まりに気づき傾聴支援する

者（ゲートキーパー）の育成により、自殺リスクを低下します。 

 （保健・疾病対策課） 

 

〇 市町村の交通指導員等を対象とした研修を実施し、地域の交通安全活動の向上

及び、交通安全活動指導者を養成します。 （くらし安全・消費生活課） 

〇 防犯ボランティアを対象とした研修を実施し、地域の防犯意識の向上と防犯活

動の活性化を図ります。また、事業者の社会貢献活動による防犯パトロールを実

施し、防犯ボランティアの支援や後継者の育成を行います。 

 （くらし安全・消費生活課） 

 

〇 県政出前講座の開催や消防学校の研修の活用などにより、消防団や自主防災組

織を活性化するとともに、県内大学等と連携し地区防災計画の策定などを担う、

地域防災の中核的な人材を育成します。 （危機管理防災課） 

〇 地域の防災の中心となる人材の育成や、地域ごとの自主防災組織の立ち上げな

ど、地域防災力向上のため、自主防災組織の充実・強化を図ります。 

 （危機管理防災課） 

 

〇 地域づくりの担い手である地域おこし協力隊と地域・行政の協働促進に向けて、

中間支援組織の専門的知見などを活かしながら、協力隊員や市町村職員への研修、

広域ネットワーク形成、受入等に課題を抱える市町村への支援を行います。 

 （地域振興課） 

〇 特定地域づくり事業協同組合制度の活用により、安定した雇用を創出し、福祉

人材を含めた地域の担い手を確保します。 （地域振興課） 
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〇 年齢や障がいの有無等にかかわらず、どなたでも安心して楽しんでいただける

山岳高原観光地を目指し、サポート人材の育成や専門機器導入等の環境整備、地

域の特性を活かしたオリジナルプログラムの造成など、産・学・官が連携して信

州ユニバーサルツーリズムを推進します。 （観光誘客課） 

 

〇 地域住民の自治による課題解決の力を引き出すため、地域のコーディネーター

の役割を担う社会教育士や公民館主事等の社会教育人材を育成します。 

 （文化財・生涯学習課）  
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〔シニアの社会参加を推進するコーディネート事例〕   

長野県長寿社会開発センター 

＜内容＞ 

  長野県長寿社会開発センターでは、シニア活動推進コーディネーターを県内 10

地域の支部に配置し、地域でのシニア活動に関する情報収集、提供や交流を通じて

関係団体とのネットワークづくりを行っています。 

シニア大学では地域人材の育成を目指し、学生同士の対話（等話）を大事にしな

がら、自分の関心ごとなどを活かし、それぞれが地域活動に取り組んでいけるよう

支援をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

県内 10支部のネットワークを活かして、地域でシニアの社会参加が進むよう、

地域のニーズや他地域での地域活動をつなげることもあります。また、シニアだけ

のつながりではなく、若者や子供など様々な世代と関わりを持てるようにつなげて

いくことで、価値観や多様な考え方にも触れ、意識や行動に変容が起きているよう

です。 

 

 

 

 

 

（資料提供 公益社団法人長野県長寿社会開発センター） 

シニア大学では、仲間と学び、 

共感しあいながら、地域活動を考えます 

子どもと一緒に農作業 
＜レコード喫茶＞ 

シニアの趣味を活かす活動として開始 

今は若者ともつながり、若者の居場所としても機能 
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２ 多様な主体の協働による活躍の場づくり 

現状と課題 

○ 地域で解決が困難な場合には、自治会役員や地域で活動する各種コーディネー

ター、他の支え合い活動や地域包括支援センター、市町村社会福祉協議会等の相

談支援機関等、多様な組織や団体の関係者と連携し、解決に向けた道筋を探るこ

とが必要になります。 

○ 地域で課題解決する力を育み、地域の活力を維持していくためには、地域住民

をはじめ、ボランティア団体・NPO 法人など、地域の多様な主体による支え合

いの仕組みを構築するとともに、地域の活動が継続していくことが必要です。 

〇 それぞれの個性や環境にあった就労や活動の場を作っていくことにより、地域

での社会参加が生まれ、第１節にあるような対話と交流の場が生まれていくこと

も期待されます。 

○ 住民同士の支え合いによる地域福祉活動を進めるためには、地域住民の自主的

な活動に加え、住民間や住民と関係者をつなぎ、課題解決を図るためのネットワ

ークを構築し、地域における資源の開発・活用を進めることが大切です。 

○ 地域福祉のソーシャルワーカーには地域住民のニーズを把握し、支援が必要な

人に寄り添い、関係機関へのつなぎや、住民が主体的に課題解決を行う際の資源

開発・活用支援等が求められます。 

○ 多様な人々が集う「ごちゃまぜ」の空間からは、笑顔や親しみだけでなく、様々

な心配事や困りごと、地域の課題も生まれてきます。その場に集う人々が、そう

した地域生活課題を自分ごととして受け止め、皆で解決しようとする意識を高め

ていく必要があります。 

○ 日頃から、こうした多様な組織・団体の関係者とのネットワークを築くことで、

地域生活課題解決のプロセスを共有しておくことが望まれます。 

○ 社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とした社会福祉法に基づ

く団体であり、地域の様々な課題解決に向け、地域住民、自治会、民生・児童委

員、ボランティア、NPO、専門機関等と協力し、行政とも連携しながら活動して

います。 

○ 市町村社会福祉協議会が策定する住民や民間団体の行動計画である「地域福祉

活動計画」により、市町村の地域福祉計画と十分な連携を図るとともに、社会福

祉法人としての社会貢献活動の積極的な展開が望まれます。 

 

今後の取組の方向性 

地域住民、ＮＰＯ、企業、社協、行政など多様な立場の主体が、今あるものに価値

があるという視点から出発して、地域づくりをともに学び、考え、取組を共有する場

や仕組みをつくるとともに、就労や地域活動など、その人それぞれの個性や環境にあ

った社会参加ができるような取組が望まれます。 
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主要な施策展開 

〇 長野県社会福祉協議会と連携し、地域の自治会活動、地区社会福祉協議会活動

など、住民自治の基本となる活動の充実や活性化を支援します。 （地域福祉課） 

〇 地域で活動しようとする住民の活動拠点となるボランティアセンター、市民活

動センター等既存の施設の機能の充実を図ります。 （地域福祉課） 

〇 日常生活において高齢者住宅などの訪問や、地域を巡回する機会が多い民間事

業者や長野県民生・児童委員協議会連合会と協定を締結し、孤立死を未然に防ぐ

など誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる地域づくりを推進し

ます。 （地域福祉課） 

〇 地域生活課題の解決を支援するため、寄附文化の創造に向けた取組について検

討します。 （地域福祉課） 

〇 住民支え合い活動の推進やボランティアまちづくり活動の振興、福祉人材確

保・育成、災害時の福祉支援など、県域における地域福祉推進の中核的役割を担

う長野県社会福祉協議会と連携し、支援します。 （地域福祉課） 

〇 低所得世帯、障がい者世帯又は高齢者世帯に対して、生活相談・支援を行うと

ともに無利子・低利子の資金貸付を行うことにより、経済的自立、在宅福祉及び

社会参加の促進を図ります。 （地域福祉課） 

〇 安定的に食料支援を行うための新たなシステムとして設置した長野県フード

サポートセンター（ふーさぽ）において、生活就労支援センター（まいさぽ）を

通じ、関係機関との連携により多様な食料支援を実施します。 （地域福祉課） 

〇 地域生活定着支援センターにおける、犯罪をした者等の再犯防止や社会復帰に

向けた取組を進め、支援ニーズの把握や必要な支援を行うため、刑事司法関係機

関と地域の社会資源をつなぐネットワーク構築等を行います。 （地域福祉課） 

〇 県が直接保護観察中の少年を雇用することで、罪を犯してしまった少年が一日

も早く社会復帰して安定した生活を送れるよう支援し、再犯防止を推進します 

（地域福祉課） 

 

〇 長野県障がい者芸術文化活動支援センター（愛称：ザワメキサポートセンター）

によるアート作品のレンタル事業等を通じて、障がいのある人に対する理解の促

進や収入アップを支援します。 （障がい者支援課） 

〇 障がいの特性に応じてスポーツを楽しめるよう、障がい者スポーツ指導員の養

成や、総合型地域スポーツクラブ等への支援を進め、身近な地域でスポーツがで

きる環境を整えます。【再掲】 （障がい者支援課） 

〇 障がい特性に応じた情報コミュニケーション支援を行うとともに、スポーツ、

文化芸術、レクリエーション活動等、あらゆる活動に主体的に参加できるよう支

援します。 （障がい者支援課） 

〇 農業関係者に対し、障がいのある人を農業の担い手として位置づけることにつ

いての意識啓発を図るとともに、農業就労チャレンジコーディネーターによる農

家等と事業所のマッチングや、農作業の技術指導等を行う農業就労チャレンジサ

ポーターの派遣等により、農業分野における就労の場の拡大を推進します。 

 （障がい者支援課、農村振興課） 
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〇 里山整備利用地域等において地域が主体となり進める取組に、障がい者就労支

援事業所等が連携することで、里山の利活用を推進するとともに、障がい者の就

労の場の創出・拡大を図ります。 （障がい者支援課、信州の木活用課） 

〇 農業及び林業分野での就労は、生きづらさを抱える人にとって就労機会の拡大

や状態の改善に有効であり、農林業にとっても担い手の確保や荒廃農地・山林の

再生等のメリットがあることから、関係部局・諸団体との連携をより一層強化し

ます。  （障がい者支援課、農村振興課、信州の木活用課） 

〇 障がい者のＩＴ機器の利用を促進し、情報収集やコミュニケーションを支援す

るための拠点となる「障がい者ＩＴサポートセンター」を設置し、ＩＴ利用の普

及、ＩＴ活用能力の向上及びテレワーク（在宅就労）を推進します。 

 （障がい者支援課） 

〇 障がいのある人が芸術文化活動に親しむ機会を増やし、地域における活躍の場

を拡大します。 （障がい者支援課） 

〇 個別相談や助成金等を通じた企業の障がい者雇用の促進や、事業所・企業等と

の連携の推進による福祉就労事業所の工賃アップを図り、障がい者の社会参加を

働くことを通じて促進します。 （障がい者支援課、労働雇用課） 

〇 医療的ケア児や強度行動障がいのある者など重度障がい者の日常生活と社会

生活を支援します。 （障がい者支援課） 

 

〇 シニア大学の講座や信州ねんりんピックの開催、全国健康福祉祭への選手派遣

などの高齢者の活躍を拡げる活動や、シニアクラブの地域における活動への支援

を通じて、高齢者が生きがいを持って暮らせる活躍の場づくりを促進します。【再

掲】 （健康増進課） 

〇 長野県長寿社会開発センターと連携し、高齢者の社会参加に必要な仕組みづく

りを進め、意欲ある高齢者と活躍の場のマッチングを支援することでシニアの多

様な活躍を推進します。 （健康増進課、労働雇用課） 

〇 シニア活動推進コーディネーターによる、広域的かつ多様な主体との連携体制

（プラットフォーム）の構築支援や研修の実施により、シニア世代と退職後を見

据えた現役世代の就業・社会参加活動を促進します。 （健康増進課） 

 

〇 動物愛護センターで実施されている「ハローアニマル子どもサポート」の全県

での拡大実施（おでかけハローアニマル子どもサポート）を図り、ひきこもりや、

不登校の子どもの居場所を提供するとともに、動物とのふれあいや、世話体験等

を通じた動物介在活動により、自尊感情や自己有用感を育て、社会参加を支援し

ます。また、各地域で独自に動物介在活動ができるよう基盤づくりを行います。

【再掲】 （食品・生活衛生課） 

 

〇 不登校児童生徒の多様な「学びの場」を確保し、フリースクールと学校との連

携体制を強化するため、「信州型フリースクール」を認証し支援します。【再掲】 

（次世代サポート課） 

 



第４章 地域共生社会創造に向けての施策の方向性  

54 
 

〇 信州こどもカフェなどの学習支援、食事提供、悩み相談等の複数の機能・役割

を持ち、家庭機能を補完する一場所多役の子どもの居場所づくりを促進します。

【再掲】 （次世代サポート課） 

〇 複雑な課題を抱える子ども・若者を支援するため、支援機関が連携して対応す

る「子ども・若者支援サポートネット」を運営します。  （次世代サポート課） 

 

〇 県内で活躍する女性を多様な手法を用いて発信することや女性活躍を応援す

るリーダーを増やす取組等により、職業生活における女性活躍を推進します。 

（人権・男女共同参画課） 

〇 労働局、経済団体、労働団体等が参画した長野県女性活躍推進会議などにより、

具体的な女性活躍推進の方向性を共有し、県内一丸となった取組を推進します。 

（人権・男女共同参画課） 

 

〇 外国人と共に活躍できる共生社会の実現に向け、様々な関係機関との連携・協

働体制の構築により、外国人県民の日本語教育を充実します。【再掲】 

 （多文化共生・パスポート室） 

 

〇 多様な主体・地域とつながる機会や場づくりを検討することで、高齢化が進む

県内の文化芸術団体の活動の継続を支援します。【再掲】 （文化政策課） 

 

〇 自治会、民生・児童委員、ボランティア団体及び市町村社会福祉協議会等との

協働により、高齢者等見守りネットワーク内の連携を促進し、地域全体で電話で

お金詐欺（特殊詐欺）被害や消費者被害の防止を図り、安心･安全な地域をつくり

ます。 （くらし安全・消費生活課） 

 

〇 共創スキームの構築・展開に取り組み、企業や大学などと連携し、協働・共創

による課題解決を一層推進します。 （県民協働課） 

〇 地域において共助の中心的役割を担うＮＰＯの活動を活発にするため、活動基

盤の強化に向けた支援や、中間支援組織間等で情報・ノウハウを共有し連携する

ための場を設けるほか、中間支援組織の育成に取り組みます。 （県民協働課） 

〇 地域づくりの重要な担い手であるＮＰＯ法人との協働・共創を推進するため、

運営力の向上に資するセミナーなどにより、事業活動の持続性を支援します。 

（県民協働課） 

 

〇 地域発元気づくり支援金を通じて、多様な主体の協働による自主的で持続的な

地域づくりの取組を支援します。 （地域振興課） 

〇 特定地域づくり事業協同組合制度の活用や、小さな拠点、地域運営組織の形成

などを通じ、地域での暮らしを支える取組を支援します。 （地域振興課） 
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〇 高齢者の社会参加や地域づくり、地域コミュニティ等の拠点としての鉄道駅の

利活用を促進するなど、交通施設の拠点性を活かした地域の活性化を図ります。 

（交通政策課） 

 

〇 長野県シルバー人材センター連合会が行う就業先の開拓や会員拡大などの活

動への支援を通じて、高齢者の就業促進、生きがいの場の提供及び健康の維持・

増進を図ります。 （労働雇用課） 

〇 生活困窮者等が抱える生活や就労の課題に対応するため、官民協働による支援

拠点の整備を検討します。 （労働雇用課） 

〇 ジョブカフェ信州における個別相談やセミナー等により、学生や就職氷河期世

代等の若者の就業を支援します。 （労働雇用課） 

〇 広域圏ごとの就労支援体制を強化し、女性や若者、困難を抱える方などの就労

をワンストップで支援する「地域就労支援センター」を設置します。 

 （労働雇用課） 

 

〇 地域生活課題をビジネスの手法で解決するコミュニティ･ビジネスの振興を図

るため、創業を目指す個人や団体をサポートします。 （経営・創業支援課） 

 

〇 女性を対象にデジタル分野の知識を習得するための環境を整備し、女性のデジ

タル分野への労働移動を促進するとともに就業機会を創出します。 

 （産業人材育成課） 

〇 リカレント講座を開設する県内大学や専門学校等への支援や、多様なリスキリ

ングの機会の提供により、デジタル分野をはじめとした、社会人の学び直しを促

進します。 （産業人材育成課、高等教育振興課） 

 

〇 農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）の組織化推進により、農村コミュニティの

維持を支援します。 （農村振興課） 

〇 農福連携による障がい者や高齢者等が活躍できる場の確保や子育て世代など

多様な人材の農業への就業を拡大します。 （農村振興課） 

 

〇 子どもたちをはじめ多くの県民が親しめる「開かれた里山」の整備や仕組みづ

くりにより、森林の多様な利活用を促進します。 

 （森林づくり推進課、信州の木活用課） 

 

〇 学校と地域をつなぐ人員の配置など、新たな地域連携のあり方の検討により、

地域と共に学び、共に創る「共学共創」（共学共創コンソーシアム）や、学校の地

域拠点化、学校運営への地域社会の参画等を推進します。 

 （高校教育課、高校再編推進室、特別支援教育課、学びの改革支援課） 
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〔協働による地域福祉推進の事例〕   

長野県社会福祉協議会 

～住民主体の地域福祉推進のための地域福祉活動計画づくり～ 

＜内容＞ 

  長野県社会福祉協議会では、地域福祉活動計画（ふっころプラン）を作成し、地

域福祉を推進しています。 

信州ふっころプランは、長野県地域福祉支援計画の策定にあわせて、県的福祉関

係 100団体が参画して策定した、協働のアクション・プランとして、様々な取り

組みを実践しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

地域福祉活動計画は、市町村社会福祉協議会が呼びかけ、住民、福祉関係者、事

業者等が参画して策定する民間の活動・行動計画です。 

市町村においても、市町村社会福祉協議会が呼びかけ、住民、福祉関係者、事業

者等が参画して民間の活動・行動計画として策定し実践することで、住民視点から

の計画づくりにより、地域福祉の推進を図ることが期待されます。 

 

 

 

 

 

（資料提供 社会福祉法人長野県社会福祉協議会） 

第１期
Ｒ２～Ｒ４年度

の成果

社会的養護出身の

若者サポートプロジェクト

就労支援

居住支援

どこでも

実家
なんでも

相談

児童福祉法に基づく支
援が18歳で途切れてし
まう課題があります。
児童養護施設、社協、
賃貸事業者等が協力し
て、若者たちを応援す
るプロジェクトが、Ｒ
４年度にスタートしま
した。

県内社協による共同事業

入居保証・生活支援サービス

信州ふっころ

フェスティバル

社会福祉法人が共同設置

広域フードパントリー
むすびや

県内社協の共同事
業としてスタート。
生活困窮者や高齢
者、障がい者、若
者支援等、各分野
共通の社会資源と
して活用されてい
ます。

アパートの下見風景

福祉・介護の魅力発信
のため、介護の日（11
月11日）にあわせて、
Ｒ２年度から信州ふっ
ころフェスティバルが
スタートしました。

支援食料の共同倉庫
むすびや

社会福祉法人の遊
休施設を活用して、
県内各地のフード
バンクを応援する
広域調整拠点が、
Ｒ３年にスタート
しました。
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＜地域の中で生き生きと活動＞ 

〔就労を通じた地域参加の事例〕   

社会福祉法人 花工房福祉会（長野市） 

＜内容＞ 

  障がい者の就労支援事業所として「ともに生き・ともに暮らす」を理念に「いき

るしあわせ・はたらくよろこび・地域といっしょに」として日々の活動を実践して

います。 

障がい者の居場所としての役割を担い、また、特性を活かして活躍できる場や出

番を作っていくために、地域の仕事でできることから就労、活動の場を広げていっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

令和元年東日本台風の災害をきっかけにリンゴ農家さんの手伝いとして地域での

困りごとを就労の機会として行うようになりました。地域での仕事を行う中で、地

域の農家さんも障がいに対する理解が進み、また、感謝されることで、障がい者の

やる気や生きがいにもつながっていくように取り組んでいます。 

農業以外にも地域の企業の仕事の中で、自分たちのできることから進んで仕事を

請け負えるよう、活動の幅を広げるためのＰＲも行っています。 

 

 

 

 

（資料提供 社会福祉法人花工房福祉会） 

こんなお仕事できます 

 ＜地域でできる仕事を事業所から積極的にＰＲ＞ 
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３ 支え合いのある地域の基盤づくり 

現状と課題 

（１）災害対応 

○ 本県は、山地と盆地の間に多数存在する活断層や、急峻な地形、脆弱な地質な

どの地形的な特性に加え、県北部を中心に豪雪地帯対策特別措置法に基づく豪雪

地帯に 20市町村が指定されるなど気象的な特性を有しており、これまでにも甚

大な被害を被ってきました。近年も 2014 年（平成 26 年）に南木曽町の土石

流災害、御嶽山の噴火、神城断層地震等が相次いで発生しました。 

  2019年（令和元年）には東日本台風による千曲川流域の洪水被害など、大規

模な災害に見舞われています。 

○ 災害による被害を最小限にするためには各自がその危険性を認識し、迅速な避

難行動をとることが重要です。災害に対応できる地域づくりのためには、配慮を

要する方の避難支援体制の充実を図るため、地域における自助・共助の強化を促

進する必要があります。 

 

（２）住居対策 

○ 高齢者等が日常生活をできる限り自力で行えるよう、居室等のバリアフリー化

を支援してきました。自宅等の住居内の転倒により介護が必要になるケースが依

然として多いことから、住宅のバリアフリー化を進める必要があります。 

○ 世帯の単身化、雇用の非正規化等の影響からこうした方の保証人の不存在によ

る住居確保や就労が課題となっており、「住宅確保要配慮者需要調査」によると

生活就労支援センター（まいさぽ）の新規相談者への住宅確保の支援に関しては、

入居等の費用負担や連帯保証人の確保が課題として挙げられています。 

〇 少子高齢化の進行等により、高齢者、障がい者、低所得者、子育て世帯等、住

宅確保要配慮者が増加しています。一方で家賃滞納、孤独死、事故・騒音等への

不安から民間の賃貸住宅の大家には住宅確保要配慮者の入居に対して拒否感を

持つ人もいることからこうした要配慮者への支援に取り組む必要があります。 

 

（３）交通対策 

○ 県内には高齢者を中心に 14 万人が最寄りの店から遠いが自動車を持たない

「買い物弱者」に該当するとされています。また、中山間地域を中心に自動車を

運転できないいわゆる交通弱者の移動手段の確保や、自家用車を持たない高齢世

帯等の日常生活の維持が困難となることが懸念されます。 

○ 高齢者や障がいのある人等が身近な地域で買い物や食事に出かけることがで

きるよう、移動手段の確保や車両等のバリアフリー化への対応、県民生活に密着

した施設等のバリアフリー対策を積極的に推進する必要があります。 

○ 運転免許証返納者への支援施策を導入する団体、市町村もありますが、引き続

き、運転免許証自主返納後の高齢者への移動手段確保等の支援施策を推進する必

要があります。 
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（４）情報対策 

○ 聴覚障がい、視覚障がいのある人の日常生活におけるコミュニケーションを確

保するため、情報通信機器の活用や支援者の養成を行っています。ＩＴを活用し

た社会参加や仕事をできる環境も整ってきていることから引き続き支援者の養

成を行うとともに、ＩＴ活用を総合的にバックアップする体制整備を進める必要

があります。 

○ 外国籍県民の定住者が増加することにより、生活相談内容が専門化・複雑化し

ています。情報を適切に届けてコミュニケーションを図ること、医療機関での受

診時のコミュニケーションへのサポートなども課題であり、外国籍県民の高齢化

に伴う介護・医療の問題も懸念されます。 

今後の取組の方向性 

地域の中で、障がい者等の社会参加の妨げとなっている障壁を取り除き、積極的な

社会参加ができるよう、環境整備を促進するとともに、県民が互いに連携して地域づ

くりを行っていくことが望まれます。 

主要な施策展開 

〇 地域住民の支え合いによって要配慮者が安全に避難できる地域づくりを推進

するため、災害時住民支え合いマップの作成支援や活用促進を図る市町村を支援

します。 （地域福祉課） 

〇 被災地の生活支援を行い、県内外のボランティア希望者等の支援を効果的に住

民に届けるため、災害ボランティアセンターの受入態勢の強化を支援します。 

（地域福祉課） 

〇 中国帰国者に対する日本語習得や生活に関する相談などの支援を通じ、地域へ

の定着や自立を促進します。【再掲】 （地域福祉課） 

〇 店舗等様々な施設に設置される障がい者等優先駐車区画を適正に利用するた

め、高齢者や障がい者、妊産婦、難病患者等歩行が困難な方に共通の利用証を交

付する「信州パーキング・パーミット制度」を推進します。 （地域福祉課） 

〇 高齢者や障がいのある人が日常生活をできる限り自力で行い、住み慣れた地域

で暮らし続けていけるよう居住環境を改善する取り組みを行う市町村を支援し

ます。 （地域福祉課） 

〇 官民協働の連携体制として「災害福祉支援ネットワーク」により、大規模災害

時等に被災地の避難所や福祉避難所で要配慮者支援を行う「長野県災害派遣福祉

チーム」の活動を推進します。 （地域福祉課） 

 

〇 特別養護老人ホームなどの施設の整備や高齢者の多様な住まい方への支援を

通じ、安全・安心な生活を確保します。 （介護支援課） 

 

〇 障がい者のＩＴ機器の利用を促進し、情報収集やコミュニケーションを支援す

るための拠点となる「障がい者ＩＴサポートセンター」を設置し、ＩＴ利用の普

及、ＩＴ活用能力の向上及びテレワーク（在宅就労）を推進します。【再掲】 

 （障がい者支援課） 
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〇 災害時のろう者の安全を確保するため、手話動画による情報提供を行います。 

（障がい者支援課） 

〇 外出時などにおいて必要なバリアフリー情報が得られるよう作成した「バリア

フリーマップ」の利用促進を図ります。 （障がい者支援課） 

〇 障がい特性に応じた情報提供のため情報通信機器の活用などの環境整備、意思

疎通支援を行うための手話通訳者や要約筆記者、点訳、朗読に従事する奉仕員等

の意思疎通支援者の養成や資質向上の取組を行います。 （障がい者支援課） 

〇 障がいのある人の社会参加を促進するため、情報の十分な取得利用や円滑な意

思疎通に必要な取組を推進し、情報格差を解消します。 （障がい者支援課） 

 

〇 医療機関における「外国籍県民医療のための問診票」の活用を促進するなど、

外国人が医療機関を安心して利用できる体制づくりを促進します。 

 （医療政策課） 

 

〇 地域防災計画や避難所運営マニュアルの策定など、防災・復興の政策決定過程

や地域活動に女性の視点を取り入れることを推進します。 

 （人権・男女共同参画課） 

 

〇 高齢運転者向け交通安全指導者養成研修や、認知機能検査等の結果に応じた講

習、一定の病気等の疑いがある運転者に対する安全運転相談等を実施することに

より、高齢運転者等の事故防止を推進します。 

 （くらし安全・消費生活課、警察本部交通企画課・東北信運転免許課） 

〇 通学路交通安全プログラムに基づく通学路合同点検等の対策により、児童生徒

の安全確保を推進します。 

 （くらし安全・消費生活課、道路管理課、警察本部交通企画課、保健厚生課） 

 

〇 行政機関、学術機関、自主防災組織などとの連携に基づく防災教育を推進し、

身近な視点からの防災意識の啓発を図ります。 （危機管理防災課） 

〇 地域の防災の中心となる人材の育成や、地域ごとの自主防災組織の立ち上げな

ど、地域防災力向上のため、自主防災組織の充実・強化を図ります。【再掲】 

 （危機管理防災課） 

〇 内閣府「個別避難計画作成モデル事業」の成果等、全国の先進事例の共有等に

より、市町村における個別避難計画の作成及び福祉避難所への直接避難を含めた

要配慮者の避難体制の確保の取組を支援します。 

 （危機管理防災課、健康福祉政策課、地域福祉課） 

〇 要配慮者の方が適切な避難生活を送ることができるよう、長野県避難所運営マ

ニュアル策定指針の適切な見直しを行い、市町村のマニュアル策定を支援します。 

（危機管理防災課） 

〇 外国人県民・外国人旅行者の被災支援に対応する多言語での情報発信、外国人

県民を対象とした防災訓練等を実施し、防災知識の普及に努めます。 

 （危機管理防災課、多文化共生・パスポート室） 
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〇 災害に備え、的確な情報提供を行うとともに、住民主体で作成した災害時住民

支え合いマップの成果を活かした、市町村における個別避難計画作成の推進及び

防災を学ぶ信州防災アプリの活用等により、災害弱者をはじめ県民の適切な避難

行動を支援します。 （危機管理防災課、健康福祉政策課、地域福祉課） 

〇 震災や風水害等を想定した総合防災訓練、小中学校での防災教育の実施により、

防災意識の向上と災害時の安全確保を推進します。 （危機管理防災課） 

〇 災害関連死を防ぐとともに、積極的な避難行動を促すため、市町村と連携し避

難所の TKB（トイレ・キッチン・ベッド）や暑さ寒さ対策などの環境改善を推

進します。 （危機管理防災課） 

 

〇 居住密度が低い過疎地域等において、デマンド交通への転換、タクシー輸送の

活用、ＮＰＯ等による有償運送など、小規模な需要にふさわしい移動手段の確保

を市町村等と協働して推進します。 （交通政策課） 

〇 移動が困難な者に対しても質の高い交通サービスを提供するため、乗り降りし

やすいように配慮されたタクシー（ユニバーサルデザインタクシー）車両や低床

バス（ワンステップバスまたはノンステップバス）車両の導入を支援するととも

に、鉄道駅等のユニバーサルデザイン化を図ります。  （交通政策課） 

〇 交通事業者による交通サービスの提供が困難な地域において、高齢者の社会参

加や地域貢献の観点等を踏まえ、地域の元気な高齢者が地域における移動の担い

手となるなど、高齢者を中心とした地域共助による交通の確保を、市町村等と協

働して推進します。  （交通政策課） 

〇 高齢者の運転免許返納を促進するため、高齢者の移動手段の維持・確保に向け

た取組を推進します。 （交通政策課） 

〇 駅舎のエレベーター設置や低床バス・ＵＤタクシーの導入支援等により、公共

交通のバリアフリー化を推進します。 （交通政策課） 

 

〇 多言語表記の拡充など、海外の観光客がストレスなく過ごすことのできる環境

整備を促進します。 （国際観光推進室） 

 

〇 障がい者をはじめ誰もが安心して暮らせるよう、バリアフリーに配慮した住宅

への改修に対して支援します。 （建築住宅課） 

〇 地域の実情を踏まえたきめ細かな居住支援を実施するため、先進的な事例を示

しながら市町村に居住支援協議会の設立を働きかけるとともに、同協議会を通じ、

住宅確保要配慮者に対する居住支援の取組を推進します。 （建築住宅課） 

 

〇 豪雪地帯の暮らしを支えるため、克雪住宅の普及促進や住宅除雪支援により、

屋根雪下ろしなどの除雪作業の負担を軽減します。 （建築住宅課、地域振興課） 

 

〇 県・市町村・不動産関係団体・居住支援団体等で構成する居住支援協議会や関

係機関等との連携による居住支援や、県営住宅における優先入居等により、住宅

に困窮する子育て世代等の居住を支援します。 （建築住宅課、公営住宅室） 
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〇 身寄りがない方など、連帯保証人不要で県営住宅に入居可能とします。また、

高齢者、障がい者、低所得者、子育て世帯等が優先的に入居できるよう配慮する

とともに、世帯状況や所得に応じて家賃の減免を行います。  （公営住宅室） 

〇 バリアフリー化や設備機能向上など県営住宅の居住環境の改善を図るととも

に、空き住戸の利活用により、多様な世代がつながるミクストコミュニティの形

成を推進します。 （公営住宅室） 

〇 住宅セーフティーネットの中心的な役割を果たす県営住宅において、子育て世

帯等の優先入居や、住みやすい環境に配慮した改修等により居住を支援します。 

（公営住宅室） 

 

〇 社会教育施設におけるデジタル基盤の整備やデジタルデバイド解消に向けた

取組を進め、誰もがＩＣＴを活用した学びの機会を得られる環境を充実します。

【再掲】 （文化財・生涯学習課） 

〇 電子図書館サービスの充実や図書館や博物館資料等のデジタル化・オープン化

の推進等により、全ての県民にとって学びにアクセスしやすい環境を充実します。

【再掲】 （文化財・生涯学習課） 

 

〇 身体機能の低下等を理由に自動車の運転が困難となるなど、活動の場が制限さ

れることとなる高齢者を支援するため、市町村等に対して、運転免許証返納者へ

の支援施策の導入・充実について働き掛けを行います。 （警察本部交通企画課） 

〇 障がい者等の安全な道路横断を確保するため、歩車分離式信号機や視覚障がい

者用付加装置付き信号機、音響式歩行者誘導付加装置付き信号機の整備を進めま

す。 （警察本部交通規制課） 
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めざす姿  

専門性を生かしながら、多様な機関が協働した相談支援体制がある 

 【達成目標】 

指標名 現状（年度） 現状（年度） 

総合的相談支援体制整備されてい

る市町村数 
43市町村（2022） 77市町村（2027） 

生活保護世帯の子どもの大学等進

学率 
30.5%（2021） 50..0%（2027） 

介護職員数 3.8万人（2020） 4.2万人（2026） 

市町村地域福祉計画策定市町村数 40市町村（2021） 77市町村（2027） 

 

１ 専門人材の育成、福祉サービスの充実と質の向上 

現状と課題  

（１）専門人材の育成 

○ 介護需要の増加や、障がい者施策の推進、保育需要の拡大等、介護、障がい、

子育て分野等の福祉サービスへのニーズに対応するための人材確保や人材育成

を進める必要があります。 

○ また、地域生活課題には、就労支援や虐待への対応、住まいの確保や、判断能

力の低下した方の権利擁護など、福祉各分野に共通する地域生活課題が挙げられ

ます。これらの地域生活課題を、官民協働で多様な関係者の参画により一つひと

つ解決策を模索していくプロセスを通して、相談支援のネットワークづくりを進

めていく必要があります。 

○ 多機関・多職種の協働の核となるソーシャルワーカーを、地域の実情に応じて、

地域包括支援センターや生活就労支援センター（まいさぽ）、社会福祉協議会な

どに配置し、包括的に機能する相談体制づくりを進化させていく必要があります。 

○ コーディネーター等が配置された相談窓口は、市町村の担当課、市町村社会福

祉協議会、関係専門機関、地域住民、地域組織、社会資源をつなぐ役割を持ち、

場合により、「個人や世帯の課題」を「地域の課題」に捉えなおして、他の地域福

祉や生活支援のコーディネーターと連携し、地域で解決する仕組みを作る必要性

をケース丸ごと伝える役割を担います。また、社会的孤立の状態にある方が、地

域で安心して生活し続けるために、地域住民や社会とのつなぎ役としても期待さ

れます。 

 

第３節 様々な課題への重層的な支援体制づくり 
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○ また、県や市町村は、庁内連携を一層推進し、地域生活課題に関する施策を担

当する各部局の課題を共有するとともに、多様な関係者の参画を得て協議の場づ

くりを行うなどにより、縦割りを超えた未来志向の取組を行う必要があります。 

（２）福祉サービスの充実と質の向上 

〇 介護、障がい、保育サービス等、対象者やニーズの多様化に伴い、福祉サービ

スを提供する事業主体も社会福祉法人だけでなく、NPO や民間企業など多様な

事業者が参入しています。 

〇 多様なニーズに応えるためには、サービスの充実も不可欠となっていますが、

利用者が安心して継続的に利用できるよう、効率的･効果的な指導を行うことが

求められています。 

○ また、福祉サービスに関する苦情は、福祉サービス事業者が苦情相談窓口を設

けて、利用者と事業者との話し合いで解決することが原則ですが、事業所との話

し合いで解決することが困難な場合には、本人の申し出に応じて解決が図られる

仕組みも必要です。 

○ 社会福祉法人には、地域社会の変容に伴い、福祉ニーズが多様化・複雑化する

中、社会福祉の中心的な役割を果たすだけでなく、他の経営主体では対応困難な

福祉ニーズへの対応も求められています。 

○ 社会福祉法人には、「地域における公益的な取組」の実践により、地域共生社会

の推進に向けて積極的に貢献することが期待されています。 

 

今後の取組の方向性 

多様なサービスの充実とともに、各専門機関同士が相談内容を引き継ぐ体制を整え

るため、相談に携わってきた職員等のそれぞれの専門性を高めつつ、責任を持って次

の支援機関に対応を引き継ぐことのできる人材の育成が必要です。 

 

主要な施策展開 

〇 高齢、障がい、子ども家庭支援、まちづくりなど多様な制度に基づいて配置さ

れている地域福祉のコーディネーターの協働を促進していくため、長野県社会福

祉協議会と連携し、各種コーディネーターのための分野横断の共通研修を実施し

ます。 【再掲】 （地域福祉課） 

〇 県や市町村の整備する相談支援体制において、多機関・多職種の協働の核とな

る社会福祉士等のソーシャルワーカーやコーディネーターの養成、スキルアップ

支援などにより質の向上を図ります。 （地域福祉課） 

〇 公正・中立な第三者の評価機関による、福祉サービス評価事業（福祉サービス

第三者評価事業及び地域密着型サービス外部評価事業）を実施し、利用者本位の

福祉サービスの提供の実現を図るため、受審勧奨に努めます。 （地域福祉課） 

〇 社会福祉法人及び社会福祉施設等の適正な運営及びサービスの質の確保並び

に利用者処遇の向上を図るため、社会福祉法、その他関係法令、通知等に基づき、

指導監査を実施するとともに、他の事業所の模範となる取組は積極的に公表しま

す。 （地域福祉課） 
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〇 長野県社会福祉協議会に運営適正化委員会を設置し、福祉サービスに関する利

用者からの苦情を受け止め、客観的な立場から解決策の斡旋を行うとともに、苦

情解決制度の普及・啓発を行います。 （地域福祉課） 

〇 福祉大学校において、併設の保育施設に民間の力を活用するなど、学びの充実

を図り、保育や介護の中核として長く活躍できる保育士、介護福祉士を養成しま

す。 （地域福祉課） 

 

〇 介護予防に関する研修会の開催や通いの場創設のためのアドバイザー派遣な

どにより、市町村における介護予防及び生活支援サービスの拡充を支援します。

【再掲】 （介護支援課） 

〇 特別養護老人ホームなどの施設の整備や高齢者の多様な住まい方への支援を

通じ、安全・安心な生活を確保します。【再掲】 （介護支援課） 

〇 関係団体と連携し、市町村・地域包括支援センター職員や介護サービス・障害

福祉サービス事業所従事者、児童福祉施設職員等を対象に虐待の防止、早期発見

等虐待対応力の向上を目的とした研修を実施します。 

 （介護支援課、障がい者支援課、児童相談・養育支援室） 

〇 関係機関・団体等が連携・協働し、それぞれが主体的に介護人材の確保・定着・

質の向上にかかわる仕組み（ネットワーク）を構築することにより、効果的な施

策展開を図ります。 （介護支援課） 

〇 福祉に関心のある一般求職者や中・高校生等に対し、福祉の職場体験の機会を

提供するとともに、小学校、中学校、高等学校等に福祉施設職員等を派遣し、福

祉の仕事のやりがいや魅力を伝えます。 （介護支援課） 

〇 福祉人材センターでの無料職業紹介、介護職への入職促進・資格取得の支援に

より福祉・介護人材の確保を促進します。また、介護分野における高齢者や障が

い者、子育て中の女性、海外人材など多様な人材の活躍を促進します。 

 （介護支援課、地域福祉課） 

〇 高齢者の在宅での生活・療養を支えるため、高齢者からのニーズの高い移動サ

ービスの構築や、市町村の在宅医療・介護連携の取組を支援します。 

 （介護支援課） 

〇 中山間地域の介護サービスの確保や24時間在宅ケアの仕組みづくりを支援し

ます。 （介護支援課） 

〇 利用者が安心してサービスを利用できるよう、介護保険制度の適切な運営を支

援します。 （介護支援課） 

〇 高齢者施設等における災害や感染症への対応力を強化し、施設利用者に必要な

福祉サービスを継続することができるよう支援します。 （介護支援課） 

〇 地域包括ケア体制の中で、認知症の人が安心して暮らせるよう、施設等への研

修の強化、チームオレンジの設置を支援します。【再掲】 （介護支援課） 

〇 福祉・介護現場におけるキャリアパスの構築や人材育成、職場環境などに優れ

た福祉・介護事業所を認証・評価し、求職者へ情報提供を実施します。 

 （介護支援課） 
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〇 介護職員の負担軽減、雇用管理改善及び離職防止のため、介護事業者の介護ロ

ボット及びＩＣＴ導入を支援します。 （介護支援課） 

 

〇 障がい特性に応じた情報提供のため情報通信機器の活用などの環境整備、意思

疎通支援を行うための手話通訳者や要約筆記者、点訳、朗読に従事する奉仕員等

の意思疎通支援者の養成や資質向上の取組を行います。【再掲】 

 （障がい者支援課） 

〇 個々の障がい特性に応じた専門的支援の充実に努めるとともに、県内の実情や

ニーズに即した事業内容や施設整備等を検討します。 （障がい者支援課） 

〇 市町村等関係機関と連携し、介護保険と障がい福祉両制度に位置づけられる

「共生型サービス」の実施等、高齢者・障がい者のニーズに応じたサービスが提

供できる包括的な支援体制づくりを行います。 （障がい者支援課） 

〇 相談支援専門員の資質向上と人材の確保を図るため、実践力を高めるための研

修を実施します。  （障がい者支援課） 

〇 障がいのある人等を在宅でケアしている家族等を癒すため、一時的にケアを代

替し、リフレッシュを図ってもらう家族支援サービス（レスパイトケア）を身近

な地域で利用することができるよう、短期入所サービスを提供する事業所の拡充

を図ります。 （障がい者支援課） 

〇 医療的ケア児のライフステージに応じた専門的な知識により支援できる人材

を養成します。  （障がい者支援課） 

〇 強度行動障がいのある人に適切なサービスが提供されるよう福祉施設職員を

対象とした研修等により専門的な知識や支援技術等を有する人材を育成します。 

（障がい者支援課） 

〇 24 時間・365 日体制で緊急時に対応する地域生活支援拠点の機能強化を促

進し、障がいのある人の地域生活を支援します。 （障がい者支援課） 

〇 グループホームなど、地域全体で障がい者を支える基盤の整備を推進します。 

（障がい者支援課） 

 

〇 ひきこもり支援センターにおいて、当事者・家族等への相談対応、相談担当者・

支援関係者への研修、保健福祉事務所や市町村等への技術的支援等を行います。 

（保健・疾病対策課） 

〇 発達障がい診療に携わる医師の確保・育成体制の整備、かかりつけ医の対応力

の向上等により、発達障がい診療体制を充実します。 （保健・疾病対策課） 

〇 自傷行為者や自殺未遂者等の自殺のハイリスク者を精神科医療や地域の関係

機関につなぐネットワークの強化や、自殺リスクの高まりに気づき傾聴支援する

者（ゲートキーパー）の育成により、自殺リスクを低下します。【再掲】 

 （保健・疾病対策課） 

〇 県の自殺対策の理解と啓発を図るとともに、庁内関係課と連携しゲートキーパ

ー研修を開催するなど、自殺の未然防止対策を推進します。 

 （保健・疾病対策課） 

 



第４章 地域共生社会創造に向けての施策の方向性  

67 
 

〇 高齢者人口の増加に伴い、医療及び介護が必要になる方が増加していく中で、

病院に入院しても円滑に在宅療養に移行し、住み慣れた地域で適切な医療・介護・

生活支援が受けられるよう、在宅医療や在宅介護サービスの充実を図ります。  

（医療政策課、薬事管理課、介護支援課） 

〇 訪問診療や往診、在宅看取りを実施する医療機関等への支援や多職種連携のた

めの研修、県民への普及啓発などにより、在宅医療を推進します。 

 （医療政策課） 

 

〇 地域保健対策の重要な担い手である保健師に対して、保健、医療、福祉、介護

の課題に包括的に対応できるよう、職務の段階に応じた人材育成の支援、推進を

図ります。 （医師・看護人材確保対策課） 

 

〇 女性の社会進出や、就労形態の多様化による保育ニーズの拡大に対応し、３歳

未満児保育や、保護者が希望する場所での保育サービス、病児・病後児保育等、

地域の実情に応じた保育サービスの提供を図ります。 （こども・家庭課） 

〇 保育を目指す学生への修学資金の貸付や、即戦力として期待される離職した人

材の呼戻しのための再就職準備金の貸付等により、県内養成校への入学者確保や

潜在的有資格者の復職を支援します。 （こども・家庭課） 

〇 福祉・保育職員が、自身のキャリアや専門性に応じて知識・技術を取得するこ

とができるよう、福祉職員生涯研修等の研修を実施し、職員の処遇改善及びキャ

リアアップの仕組みの充実を図ります。    （こども・家庭課、地域福祉課） 

〇 保護者の経済的負担を軽減し理想の数の子どもを持てるよう多子世帯への保

育料減免や延長保育、病児・病後児保育、地域型保育など、地域の実情に応じた

多様な保育サービスの提供を支援します。 （こども・家庭課） 

〇 待機児童の解消を図るため、３歳未満児の保育の受け皿の整備や保育士人材バ

ンクなどによる保育士の確保等を推進します。 （こども・家庭課） 

〇 保育の質の向上のための研修事業や、認定園の運営費補助等により、豊かな自

然環境を活用した「信州やまほいく」（信州型自然保育）を推進します。 

 （こども・家庭課） 

〇 保育所等の利用を希望する医療的ケア児の受入体制の整備を進めるため、市町

村における保育所等への看護師の配置や保育士の研修受講等を支援します。  

（こども・家庭課） 

〇 妊婦や子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、伴走型相談支援と経

済的支援を一体的に行う市町村を支援します。 （こども・家庭課） 

〇 安全で質の高い保育を確保するため、国基準以上に保育士を配置する私立保育

所等を支援します。 （こども・家庭課） 

 

〇 犯罪被害者等の初期対応を行う職員に対する研修を実施するとともに、被害者

等のニーズに応じた適切な対応、各種支援制度を適切に運用し、精神的負担の軽

減、経済的負担の軽減等を図るほか、被害者等の心情に配意した取組を推進しま

す。 （警察本部警務課）  
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〔多職種にまたがる人材育成の事例〕   

長野県医療的ケア児等支援センター 

＜内容＞ 

  令和 4 年度に、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」にもと

づいた長野県医療的ケア児等支援センターを設置しました。長野県では、医療的ケ

アが日常的に必要ではなくても、重症心身障がいがあるお子さん、18歳以上の「児」

ではなくなった方等も支援の視野に入れて、支援に関する相談や情報集約・提供、

支援人材の育成に取り組んでいます。 

 

〇医療的ケア児等とは・・・ 

医療技術の進歩と社会制度・福祉制度のはざまで障壁にぶつかっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

支援人材の育成においては、制度や職種に関わらず、受講対象としており、医療

的ケア児等支援の理解を深めるだけではなく、職種・専門領域相互の理解と連携・

協働も促進しています。 

 
〇令和４年度実施研修 受講者内訳 

教職員、行政職員、相談

支援、看護職の中でも学

校・福祉施設勤務の職員

が多いなど、分野、職種

を超えた関係を築くこと

も期待できます。 

（資料提供 長野県医療的ケア児等支援センター） 
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「はーべすとの会」 
孤立孤独から共に支え合う 

〔ソーシャルワーク実践の事例〕   

東御市社会福祉協議会 まいさぽ東御 

～個別相談支援から地域づくり、そして社会を変える～ 

＜内容＞ 

  2015年から生活困窮者自立支援機関（まいさぽ東御）として事業を開始しまし

た。 

  生活困窮者自立支援事業の子べう相談のニーズから、子どもだれでも居場所「く

るme」や、単身当事者の会「はーべすとの会」など、相談支援のノウハウと地域の

ニーズをかけ合わせながら、地域住民と協働して独自事業を展開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

 ソーシャルワークの実践のために、以下のステップを意識して、個別相談支援か

ら、自分・相談者・地域住民と丁寧に物語をともに作っていくように、地域づくりを

行い、さらに、社会が変わっていけるように展開しています。 

○ 最初は「目の前の必要とされること」を取り組んでみる 

○ 協力者の「共感」や「組む意味」を感じてもらう 

○ 一歩踏み出したり、新しいことや輪が生まれる 

○ それらを大切に、だんだんと多くの人の資源に育っていく。 

 

（資料提供 社会福祉法人 東御市社会福祉協議会） 

相談者＆職員の共同

作業グループの力

で互助と活動 

 

別々だった人び

とや取組みは、

繋がる 

ひとりの
一歩

（ニーズ）
から始まる

地域で
協力者を探す
→ ネットワーク

プラットフォーム

相互関係に
より構築

ひとりの人の
資源が
やがては
多くの人の
資源に

達成を
共に
喜ぶ

時には
辛い
思い…

思い
やりを
感じる

繋がる
ワクワク感

信頼を
感じる

土台：ソーシャルワークの価値・技術・知識・経験値（智）

楽しさ
おもしろさ

共感を 

形にする 

市町村から圏域 

そして県や国へ… 
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２ 多機関との連携によるワンストップの相談・支援体制づくり 

 

現状と課題  

（１）複合的な課題への対応 

○ 公的福祉サービスの相談体制は、これまで、高齢者、障がい者、子ども等の対

象分野ごとに、制度の充実が図られてきました。しかし、「複合的な課題」を抱え

るケースが増加し、制度の狭間の課題が明らかになるなかで、平成 27年度にス

タートした生活困窮者自立支援制度が「あらゆる生活課題を受け止める断らない

相談」を目標としているように、相談支援機能の「丸ごと化」が目標になってき

ました。 

○ 複合的な課題を抱えている方は、分野ごとの相談体制では複数の窓口利用が必

要となり、また、現在の福祉制度では対象となる制度や法律がない場合にはどこ

にも相談できない状況が生じる恐れがあります。 

〇 新型コロナウイルスの感染拡大の影響等により、生活に困窮し、相談支援が必

要な方が増えているという状況になっており、生活困窮対策は喫緊の課題と言え

ます。 

○ 生活困窮状態にある人は、単に経済的に困窮しているだけでなく、心身の健康

や、家族との人間関係、ひきこもりなど、様々な課題を複合的に抱えている場合

があります。 

〇 長野県においても「ひきこもり」、「医療的ケア児」、「ヤングケアラー」に関す

る実態調査等を通じて、複合的な課題を抱えている方の把握等を行ってきていま

す。 

○ 地域生活課題の解決を支援するためには、相談支援体制を構造化し、身近な地

域での相談から、市町村圏域での複合的課題の相談、広域圏単位での相談まで、

内容に応じた段階的・重層的な｢相談体制の構築｣を推進していくことが必要です。 

○ 第２節での多様な主体による支え合いは、個人や家族の「生活のしづらさ」を

丸ごと受け止めることのできる一次相談機能とも言えます。ニーズキャッチが極

めて重要な機能であり、地域のお互いさまの支え合いで解決が難しい場合は、必

要に応じて次の二次相談機能に的確につなげることが必要です。 

○  二次相談機能として、「市町村圏域」において、高齢・障がい・子ども・生活困

窮・外国籍県民等の分野にとらわれず、総合的・包括的に課題を的確に捉え、迅

速に対応することができる体制を整備することが必要です。 

○ 三次相談機能として、「広域的な圏域」において、専門的な支援が必要な困難事

例について、信州パーソナル・サポート事業の「支援会議」等へつなぎ課題解決

を図る、段階的な体制の整備が必要です。 

〇 令和２年度には社会福祉法の改正により、こうした体制の整備につながるよう、

重層的支援体制整備事業が規定されることとなりました。そこでは、地域社会か

らの孤立が長期にわたる者その他の継続的な支援を必要とする地域住民及びそ

の世帯に対し、訪問により状況を把握した上で相談に応じるというような、アウ

トリーチ等を通じた継続的支援等、支援が届いていない人に支援を届けることや、
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潜在的な相談者を見付けることなども重要な取り組みとされています。 

〇 複合的な課題への対応ができるようになることで、第１節にあるような多様

性を尊重し誰もが安心して暮らせる社会づくりにもつながることが期待されま

す。 

 

（２）市町村の取組 

○ 社会福祉法第 107 条において、市町村は「市町村地域福祉計画を定めるよう

努めることとする」と規定されており、また、その策定及び変更を行う際には、

あらかじめ地域住民等の意見を反映させるための措置をとることが求められて

います。 

○ 社会福祉法第４条において、地域住民等による地域生活課題の解決に向けた

取組や地域福祉の推進について規定される一方、第６条において、国及び地方

公共団体においては地域住民等と協力して福祉の推進に資する施策や地域住民

等が地域生活課題を把握し、その解決を図ることを促進する施策を推進するた

めに必要な各般の措置を講じなければならない、と規定され、施策の計画的な

推進が求められています。 

○ 地域福祉計画は市町村の総合計画や基本構想を踏まえ、福祉のあり方や基本

的な方向性を示す基本計画であり、福祉分野の各個別計画の理念や目標に共通

するものが規定されます。行政機関だけでなく、地域住民、社会福祉事業者を

はじめとする民間事業者、NPO・団体等多様な関係者と連携し、どのように地

域生活を形づくるか、という方向性を示すことになります。 

○ 福祉専門職や教育関係者、民生・児童委員など地域福祉関係者が、地域を超え

て問題意識等を共有することにより、全県的な機運の醸成を図っていくことが重

要です。 

○ 2018年４月に施行された改正社会福祉法により、策定が市町村の努力義務と

なった地域福祉計画について、県内の市町村の状況を見ると、策定済は 40市町

村、51.9％（2021年４月現在）となっており、全国の市町村策定率の 82.9％

と比較すると、大幅に下回っています。 

○ 地域福祉を推進していくためには行政だけでなく、地域住民や社会福祉事業

者をはじめとする民間事業者と連携し、協力して取り組むことが不可決です。

そのために、市町村地域福祉計画の策定プロセスにおいて住民参加による地域

福祉推進に向けた動機付け、地域課題の共有化、解決に向けた検討を行うこと

が重要です。 

今後の取組の方向性 

地域で包括的な支援体制を形成していくためには、高齢、障がい、子どもといった

福祉分野の専門性を活かしつつ、共通理解と顔の見える関係性を構築した上で、それ

ぞれの持ち分を少し広げて、連携を図っていくことが重要です。 

地域福祉を推進するために、市町村における支援体制整備の取組や地域福祉計画策

定に係る取組について支援していきます。 
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主要な施策展開 

〇 市町村による重層的支援体制整備事業の取組を支援し、困難を抱える方に対し

各分野が連携した切れ目のない支援ができる体制づくりを推進します。 

 （地域福祉課） 

〇 多機関の協働により複合的な課題に対応する包括的な支援体制を構築し、生活

困窮世帯の状況に応じた生活・就労相談、住宅確保支援などの自立に向けた取組

を実施します。 （地域福祉課） 

〇 困難を抱える子どもや家庭に対する生活・学習支援を通じて、世帯の自立を促

し、貧困の連鎖を防止します。 （地域福祉課） 

〇 生活困窮者が安心して暮らすことができる最後のセーフティネットとして、生

活保護を適切に実施するとともに、就労可能な生活保護受給者に対する広域的な

就労支援により、生活保護受給者の自立を助長します。 （地域福祉課） 

〇 生活保護世帯の子どもに対し、市と連携しケースワーカーを通じた相談・支援

を実施するとともに、学習塾等の費用を助成します。 （地域福祉課） 

〇 県民や支援者のひきこもりに対する理解を深めるとともに、相談窓口の設置促

進や圏域の支援機関の連携強化、地域の居場所等支援資源の情報発信などにより、

ひきこもりの方や家族を身近な地域で支える体制整備を図ります。【再掲】 

 （地域福祉課） 

〇 地域生活課題の解決に取り組むとともに、住民主体の市町村地域福祉計画の策

定や改定を推進します。 （地域福祉課） 

 

〇 地域包括ケア体制の中で、認知症の人が安心して暮らせるよう、施設等への研

修の強化、チームオレンジの設置を支援します。【再掲】 （介護支援課） 

〇 認知症の人に対する診断と初期における支援を包括的・集中的に行うため、認

知症疾患医療センターや地域包括支援センター等の連携の強化します。 

 （介護支援課） 

〇 若年性認知症（65 歳未満で発症する認知症の総称）の人やその家族の意見が

尊重されるよう、若年性認知症コーディネーターが調整役となり支援関係者との

ネットワークづくり、居場所づくり等の支援を行います。【再掲】 

 （介護支援課） 

 

〇 高次脳機能障害支援拠点病院において障がい者総合支援センターや障害福祉

サービス事業所等と連携し、当事者や家族への相談支援を実施します。 

 （障がい者支援課） 

〇 障がい児者が自立した日常生活や社会生活を送ることができるよう、地域の特

性や利用者の状況に応じ、特に専門性の高い相談支援事業や、広域的な支援を実

施します。 （障がい者支援課） 

〇 県自立支援協議会等を活用した地域の現状や課題等の把握・共有、好事例の紹

介等を通して、市町村の地域生活支援拠点等の効果的かつ持続可能な運営を支援

します。 （障がい者支援課） 
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〇 市町村及び相談支援事業所等地域の支援者と連携して、体験の機会・場の利用

等により、施設や病院に長期入所（入院）している障がいのある人の地域生活移

行を推進します。 （障がい者支援課） 

〇 圏域医療的ケア児等コーディネーターを中心に多職種支援チームの構築を進

め、圏域の取組を医療的ケア児等支援センターが後方支援する重層的支援体制を

構築します。  （障がい者支援課） 

 

〇 フレイル・オーラルフレイル対策を推進するため、専門職の派遣や事例の横展

開などにより市町村の取組を支援します。 （健康増進課） 

 

〇 ひきこもり支援センターにおいて、当事者・家族等への相談対応、相談担当者・

支援関係者への研修、保健福祉事務所や市町村等への技術的支援等を行います。

【再掲】 （保健・疾病対策課） 

〇 夜間の子どもの病気やけがに対応するための電話相談（#8000）、センター方

式による休日夜間急患センター等への運営費補助により、小児初期救急医療体制

を維持します。 （保健・疾病対策課） 

〇 緊急に医療を必要とする精神障がい者等に関する相談や医療の連携を推進し、

精神科救急医療体制を充実します。 （保健・疾病対策課） 

〇 自傷行為者や自殺未遂者等の自殺のハイリスク者を精神科医療や地域の関係

機関につなぐネットワークの強化や、自殺リスクの高まりに気づき傾聴支援する

者（ゲートキーパー）の育成により、自殺リスクを低下します。【再掲】 

 （保健・疾病対策課） 

〇 信州母子保健推進センターが関係機関と連携し、市町村に対する技術研修会、

事業運営に関する助言等を行い、市町村における妊娠期から子育て期までの切れ

目ない支援体制整備を支援します。 （保健・疾病対策課） 

〇 精神障がい者の地域移行の促進と支援体制の構築により、地域での自立した生

活を支援します。 （保健・疾病対策課） 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた経済的な問題、家庭や健康の問題

などに関する相談会等を開催することにより、コロナ禍による自殺対策を推進し

ます。 （保健・疾病対策課） 

〇 不妊・不育専門相談センターにおける相談対応とともに、「妊活検診」費用及び

不妊治療（先進医療）費用の助成により経済的負担軽減を図り、妊娠を希望する

夫婦を支援します。 （保健・疾病対策課） 

〇 自殺のリスクが高い自殺未遂者への支援を強化するため、精神科医療機関への

つなぎや地域の支援機関の連携を促進するとともに、自殺未遂者やその家族への

相談体制の充実を図り、自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぎます。 

 （保健・疾病対策課） 

 

〇 社会的孤立による動物の多頭飼育崩壊等、複合的な課題を抱える飼育者に対し、

多職種の協働や地域の連携、地域会議の活用、動物愛護ボランティアの育成・支

援等、様々なアプローチから解決に向けて取り組みます。 （食品・生活衛生課） 
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〇 社会福祉法人の公益事業を推進するとともに、行政の各部局や企業なども含め

て、地域共生社会の実現に向けた課題解決のプラットフォームづくりに取り組み

ます。 （健康福祉政策課、地域福祉課） 

 

〇 学校や地域でヤングケアラーを支援するため、教育機関と福祉部門が連携して

支援できる体制を構築します。 （次世代サポート課） 

〇 ニート、ひきこもり、不登校、発達障がいなど社会生活上の困難を有する子ど

も・若者に対応するため、子ども・若者支援対策協議会を運営します。 

 （次世代サポート課） 

〇 増加する発達障がい児者への支援を充実するため、医学的エビデンスに基づく

発達障がい者支援センターの機能強化により、医療・教育・福祉など多機能が融

合したネットワークづくりを推進します。 （次世代サポート課） 

 

〇 就業支援員等による就労相談や資格取得に係る受講費等の支援により、ひとり

親家庭の就業を支援します。 （こども・家庭課） 

 

〇 複雑な課題を有する家庭等複数の支援機関による対応が必要な事案に対し、関

係機関と連携し切れ目のない支援を行う「子ども家庭支援ネットワーク」の体制

を整備します。 （児童相談・養育支援室） 

〇 「子ども支援委員会」や「子ども支援センター」、「子どもの自殺危機対応チー

ム」の充実・強化や、「ＳＯＳの出し方に関する教育」の小学校から高校の全校で

の実施等により、子どもの自殺対策を強化するなど、困難に直面している子ども

の人権や生活を保護します。 （児童相談・養育支援室、保健・疾病対策課） 

〇 市町村・児童福祉施設等との連携により、子どもが家庭で暮らし続けることが

できる相談・支援体制づくりを促進します。 （児童相談・養育支援室） 

〇 市町村をはじめとした関係機関の連携により、ＤＶや性暴力被害、児童虐待等

の根絶を目指し、相談支援体制を強化します。 

 （児童相談・養育支援室、人権・男女共同参画課） 

 

〇 外国人県民等に対し、多言語で地域生活における相談や情報提供を行う支援体

制の整備を推進します。 （多文化共生・パスポート室） 

 

〇 スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの体制充実を検討し、い

じめや不登校など、学校における様々な悩み、問題へ迅速かつ適切に対応できる

体制を整備します。 （心の支援課） 

 

〇 子ども達が放課後を安全・安心に過ごせるよう、地域住民やボランティアの協

力を得ながら、放課後子ども教室や地域未来塾を運営する市町村を支援します。 

（文化財・生涯学習課） 
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〔重層的支援体制整備事業の事例〕   

飯田市 

＜内容＞ 

  平成 30 年度に実施した県のひきこもり調査を契機にひきこもりの相談窓口の整

備として重層的支援体制整備事業を地域福祉計画にも位置づけ取組をはじめまし

た。ケースワークが必要なことから、係には社会福祉士や保健師など、多職種の専

門職も配置しています。 

  まずは、ひきこもり支援として、令和３年度に重層的支援係を新設し、『福祉まる

ごと相談窓口』を設置しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

重層的支援体制整備の主担当となる組織を新設するところからスタート。 

当初の趣旨であるひきこもり支援をきっかけとして、重層的支援係が庁内外の相

談を受付けつつ、行政内部での研修や連絡調整を行う司令塔として機能していま

す。 

 

 

 

（資料提供 飯田市） 
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 〔重層的支援体制整備事業の事例〕   

飯綱町（移行準備事業） 

＜内容＞ 

  地域福祉計画に重層的支援体制の構築を実践目標として定め、まずは地域の実情を

聞くことからはじめました。 

課題の一つとして地域には過疎化・農業の後継者問題があります。一方で高齢者・

生活困窮者・子育て世代の母親・ひきこもりの状態にある人等の就労・社会参加や居

場所等の問題もあります。そこで属性を問わずお互いを気にし合う「のりしろ」を意

識して、一つの分野で出来ない課題もお互いの分野について気にしあいながら自分の

住んでいる地域で誰もが主役になれる参加支援と地域づくりの一環として、障がい者

に限らず、支援が必要な人を対象とした「農福連携事業」に取り組み始めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ポイント＞ 

既存のサービスで対応が出来ない、自ら声をあげることが出来ない人でもハード

ルを低くすることで参加しやすいよう町内の関係機関が集まり学習会、体験会の開

催などを行い、「農福連携事業」もひとつのきっかけとして、「チームいいづな」で

見守り社会参加を応援する仕組みづくりを行っています。 

 

（資料提供 飯綱町） 

＜地域の課題を地域の強みに＞ 

農福体験会 

（リンゴの木の草刈り） 

関係者の勉強会の開催 

（農政・福祉係・町内福祉事業所・ 

町内農業関係者） 



 

 

 

第 ５ 章 

市町村地域福祉計画の策定について 
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市町村地域福祉計画は社会福祉法第 107条に位置付けられ、地域福祉計画に盛り

込むべき事項等は、厚生労働省から『「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進

について」の改正について』（令和３年３月 31日付け子発 0331第 10号、社援

発 0331第 16号、障発 0331第 10号、老発 0331第５号厚生労働省子ども家

庭局長、社会・援護局長、社会援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通知）が発

出され、策定ガイドラインとして示されています。  

 

 ●社会福祉法第 107条 

１ 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的

に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努め

るものとする。 

 一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉

に関し、共通して取り組むべき事項 

 二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

 三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

 四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

 五 前条第１項各号※に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げ

る事業に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするとき

は、あらかじめ、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、そ

の内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調

査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるとき

は、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 

 

 ●地域福祉計画に盛り込むべき事項（抜粋） 

地域福祉計画に盛り込むべき事項 

 

① 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に

関し、共通して取り組むべき事項 

 ア 様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を目的とした、福祉

以外の様々な分野（まちおこし、商工、農林水産、土木、防犯・防

災、社会教育、環境、交通、都市計画等）との連携に関する事項 

 イ 高齢、障害、子ども・子育て等の各福祉分野のうち、特に重点的に取

り組む分野に関する事項 

 ウ 制度の狭間の課題への対応の在り方 

 エ 生活困窮者のような各分野横断的に関係する者に対応できる体制 

 オ 共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等の展開 

第１節 市町村の地域福祉計画の内容  
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 カ 居住に課題を抱える者への横断的な支援のあり方 

 キ 就労に困難を抱える者への横断的な支援のあり方 

 ク 自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援のあり方 

 ケ 市民後見人等の育成や活動支援、判断能力に不安がある者への金銭管

理、身元保証人等、地域づくりの観点も踏まえた権利擁護のあり方 

 コ 高齢者、障害者、児童に対する虐待への統一的な対応や支援のあり方 

 サ 保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支

援のあり方 

 シ 地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 

 ス 地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し、解決に取り組むことが

できる地域づくりを進めるための圏域と各福祉分野との関係の整理 

 セ 地域づくりにおける官民協働の促進や地域福祉への関心の喚起も視野

に入れた寄附や共同募金等の取組の推進 

 ソ 地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための補助事

業等を有効に活用した連携体制 

 タ 全庁的な体制整備 

② 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

 ア 福祉サービスを必要とする地域住民に対する相談支援体制の整備 

イ 支援を必要とする者が必要なサービスを利用することができるための

仕組みの確立 

ウ サービスの評価やサービス内容の開示等による利用者の適切なサービ

ス選択の確保 

エ 利用者の権利擁護 

オ 避難行動要支援者の把握及び日常的な見守り・支援の推進方策 

③ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

④ 地域福祉に関する活動への住民の参加に関する事項 

ア 地域住民、ボランティア団体、ＮＰＯ等の社会福祉活動への支援 

イ 住民等による問題関心の共有化への動機付けと意識の向上、地域福祉

推進への主体的参加の促進 

ウ 地域福祉を推進する人材の養成 

⑤ 包括的な支援体制の整備に関する事項 

 ア 「住民に身近な圏域」において、住民が主体的に地域生活課題を把握

し解決を試みることができる環境の整備（法第 106 条の３第１項第

１号関係） 

 イ 「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談を包括的に

受け止める体制の整備（法第 106 条の３第１項第２号関係） 

ウ 多機関の協働による市町村における包括的な相談支援体制の構築（法

第 106 条の３第１項第３号関係） 
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○ 市町村地域福祉計画の策定に当たっての体制やその過程についても、厚生労

働省「地域福祉計画策定ガイドライン」において示されています。 

○ 市町村地域福祉計画は、住民や利用者の視点に立って、高齢者や障がい者、

児童といった、分野ごとの福祉制度の共通する理念や、サービスを利用しやす

くするための支援、利用者の保護、地域福祉活動への住民参加や福祉制度の基

盤整備など、地域福祉を推進していくに当たり基本的な事項を中心に計画する

ものです。したがって、各福祉分野の具体的な内容については各個別計画にお

いて策定することが望ましいと考えます。 

○ 市町村地域福祉計画の策定時期は、同じ福祉分野で関係がありますので、高

齢者や障がい者の個別計画と改定時期をあわせたり、計画期間もこれらの計画

と整合を取ることが理想です。 

○ 市町村地域福祉計画は行政計画でありながら、計画づくりに住民の参加を求

めることが大きな特徴です。また、住民や社会福祉事業者等に地域福祉活動へ

の参加を求めることや、医療や保健、教育、就労、住宅など、生活関連施策と

の連携を促進することが目標になります。 

○ 計画の策定にあたり、職員だけが携わればいいという考え方を避け、これま

での福祉の領域を超えて様々な分野と連携することで縦割り主義、横並び主

義、前例主義を排除しながら、住民からの意見や提言を尊重して計画策定を行

うなど、職員の意識を変えていくことが大切です。 

○ 市町村地域福祉計画は住民参加のもと、策定、実行、評価の一連の活動を実

施するものです。計画を策定して「終わり」にすることなく、策定後も地域住

民等と連携して地域福祉を推進する必要があります。そのためにも地域におい

て自らの責任において発言し、計画づくりから実際の活動、評価まで自主的に

参加する人が望まれます。それぞれの地域にいる自主的な活動の実践者や、そ

の人の持つネットワークを通じて、より多くの地域住民等の参加が得られるよ

う呼びかけていくことが必要です。 

○ 計画の策定後、計画がそのまま放置されることなく、実効性のあるものとさ

れ、また、地域において必要なサービスが効果的に提供されるためにも、地域

住民を交えたモニタリング委員会等を設置し、計画の進捗状況等を常に評価し

ていくことが重要です。 

   

第２節 地域福祉計画策定過程について  
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本計画を着実に推進するために、次のことを重視し、PDCA サイクル（Plan：計

画 Do：実行 Check：評価 Action：改善）により、計画の推進及び進捗管理を

行います。 

 

１ 地域福祉に関わる多様な主体の役割分担と協働、連携 

○ 長野県における地域福祉の向上のためには、県や市町村の行政のみならず、住

民、地域、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間企業など社会を構成するすべての者

が、それぞれの役割と責任を自覚しこれを果たすとともに、相互に連携協力する

必要があります。複合化した困難を抱える家庭等に対しては、行政だけでなくあ

らゆる主体が総合的に連携し、支援するなどの配慮が必要です。 

○ このため、地域福祉に関する様々な情報を共有するとともに、意見交換等を通

じ、県民のニーズや単独の市町村では対応が困難な課題を把握し、地域福祉に係

る事業の改善・施策化に努めます。また、各団体との連携・協働を進めるコーデ

ィネーターの育成や、ネットワーク構築などの環境整備に努めます。 

 

２ 計画の推進体制 

 ○ この計画に位置づけた施策については、様々な機会を捉えて県民に周知を図る

とともに、県民の幅広い理解と協力を得て着実に推進します。 

 ○ 計画の実効性を担保するため、部局横断した各施策の進捗状況や目標達成状況

について点検・評価を行います。 

○ 長野県社会福祉審議会地域福祉計画専門分科会等、有識者等で構成される会議

体において、地域共生社会の実現に向けた施策の推進を図ります。 

  

３ 計画の見直し 

○ 計画の実行過程で、長野県の地域福祉を取り巻く情勢に、策定時の想定を大き

く超えた変化が生じることも考えられます。この場合にあっては、計画期間中に

おいても、必要に応じて計画の見直しを行います。 

  

第１節 計画の推進体制 
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１ 長野県社会福祉審議会 

年月日 会議名等 

令和４年２月 17 日 令和３年度長野県社会福祉審議会 

令和５年２月 ６日 令和４年度長野県社会福祉審議会 

 

２ 地域福祉計画専門分科会 

年月日 会議名等 

令和４年 7月 27日 第 1 回地域福祉計画専門分科会 

令和４年 11 月９日 第 2 回地域福祉計画専門分科会 

令和５年1月１3日 第 3 回地域福祉計画専門分科会 

    

３ 地域福祉計画専門分科会委員 

任期：R4.7.27～R5.3.31（五十音順、敬称略） 

氏名 役職等 

伊藤 由紀子
イトウ ユキコ

 ＮＰＯ法人ワーカーズコープ 北陸信越事業本部 顧問 

亀井 智泉
カメイ チセン

 長野県医療的ケア児等支援センター 副センター長 

小池 邦子
コイケ クニコ

 社会福祉法人花工房福祉会 理事長 

佐藤 もも子
サトウ モモコ

 
社会福祉法人東御市社会福祉協議会 相談支援係係長 

東御市生活就労支援センター主任相談支援員 

澤柳 八千江
サワヤナギ ヤチエ

 飯田市 福祉課課長補佐兼重層的支援係長 

戸田 千登美
トダ チトミ

 
公益財団法人長野県長寿社会開発センター 

主任シニア活動推進コーディネーター 

永野 光昭
ナガノ ミツアキ

 飯綱町 保健福祉課長 

長峰 夏樹
ナガミネ ナツキ

 
社会福祉法人長野県社会福祉協議会 

まちづくりボランティアセンター所長 

堀田 直揮
ホリタ ナオキ

 公益社団法人青年海外協力協会 事務局長 

横山 久美
ヨコヤマ クミ

 ＮＰＯ法人ジョイフル 理事長 

第２節 計画の検討経過 
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○ 社会福祉法（抜粋） 

 

（福祉サービスの基本的理念） 

第三条 福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービ

スの利用者が心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるように支援するものとして、良質かつ適切なも

のでなければならない。 

 

（地域福祉の推進） 

第四条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、

参加し、共生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活

動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを

必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、

経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地

域福祉の推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地

域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支

援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪

化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サー

ビスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要

とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保

される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活

課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との

連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 

 

（福祉サービスの提供の原則） 

第五条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供する多様な福祉サ

ービスについて、利用者の意向を十分に尊重し、地域福祉の推進に係る取組を

行う他の地域住民等との連携を図り、かつ、保健医療サービスその他の関連す

るサービスとの有機的な連携を図るよう創意工夫を行いつつ、これを総合的に

提供することができるようにその事業の実施に努めなければならない。 

 

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務） 

第六条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力

して、社会福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福

祉サービスを提供する体制の確保に関する施策、福祉サービスの適切な利用の

推進に関する施策その他の必要な各般の措置を講じなければならない。 

第３節 関連法令 
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２ 国及び地方公共団体は、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供さ

れる体制の整備その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう

努めるとともに、当該措置の推進に当たつては、保健医療、労働、教育、住ま

い及び地域再生に関する施策その他の関連施策との連携に配慮するよう努めな

ければならない。 

３ 国及び都道府県は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において第百六条の

四第二項に規定する重層的支援体制整備事業その他地域生活課題の解決に資す

る支援が包括的に提供される体制の整備が適正かつ円滑に行われるよう、必要

な助言、情報の提供その他の援助を行わなければならない。 

 

（地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務） 

第百六条の二 社会福祉を目的とする事業を経営する者のうち、次に掲げる事業

を行うもの（市町村の委託を受けてこれらの事業を行う者を含む。）は、当該事

業を行うに当たり自らがその解決に資する支援を行うことが困難な地域生活課

題を把握したときは、当該地域生活課題を抱える地域住民の心身の状況、その

置かれている環境その他の事情を勘案し、支援関係機関による支援の必要性を

検討するよう努めるとともに、必要があると認めるときは、支援関係機関に対

し、当該地域生活課題の解決に資する支援を求めるよう努めなければならな

い。 

一 児童福祉法第六条の三第六項に規定する地域子育て支援拠点事業又は同法第

十条の二に規定する拠点において同条に規定する支援を行う事業 

二 母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第二十二条第二項に規定する母

子健康包括支援センターを経営する事業 

三 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号に掲げる事業 

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第

一項第三号に掲げる事業 

五 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条第一号に

掲げる事業 

 

（包括的な支援体制の整備） 

第百六条の三 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじ

めとする地域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措

置を通じ、地域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互

の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供され

る体制を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支

援、地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対

する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の

整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力
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を求めることができる体制の整備に関する施策 

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業

を行う者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有

機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備

に関する施策 

２ 厚生労働大臣は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめと

する前項各号に掲げる施策に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要

な指針を公表するものとする。 

 

（重層的支援体制整備事業） 

第百六条の四 市町村は、地域生活課題の解決に資する包括的な支援体制を整備

するため、前条第一項各号に掲げる施策として、厚生労働省令で定めるところ

により、重層的支援体制整備事業を行うことができる。 

２ 前項の「重層的支援体制整備事業」とは、次に掲げるこの法律に基づく事業

及び他の法律に基づく事業を一体のものとして実施することにより、地域生活

課題を抱える地域住民及びその世帯に対する支援体制並びに地域住民等による

地域福祉の推進のために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業をい

う。 

一 地域生活課題を抱える地域住民及びその家族その他の関係者からの相談に包

括的に応じ、利用可能な福祉サービスに関する情報の提供及び助言、支援関係

機関との連絡調整並びに高齢者、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発

見のための援助その他厚生労働省令で定める便宜の提供を行うため、次に掲げ

る全ての事業を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号から第三号までに掲げる事業 

ロ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第

一項第三号に掲げる事業 

ハ 子ども・子育て支援法第五十九条第一号に掲げる事業 

ニ 生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業 

二 地域生活課題を抱える地域住民であつて、社会生活を円滑に営む上での困難

を有するものに対し、支援関係機関と民間団体との連携による支援体制の下、

活動の機会の提供、訪問による必要な情報の提供及び助言その他の社会参加の

ために必要な便宜の提供として厚生労働省令で定めるものを行う事業 

三 地域住民が地域において自立した日常生活を営み、地域社会に参加する機会

を確保するための支援並びに地域生活課題の発生の防止又は解決に係る体制の

整備及び地域住民相互の交流を行う拠点の開設その他厚生労働省令で定める援

助を行うため、次に掲げる全ての事業を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第百十五条の四十五第一項第二号に掲げる事業のうち厚生労働大

臣が定めるもの 

ロ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第五号に掲げる事業 

ハ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第

一項第九号に掲げる事業 
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ニ 子ども・子育て支援法第五十九条第九号に掲げる事業 

四 地域社会からの孤立が長期にわたる者その他の継続的な支援を必要とする地

域住民及びその世帯に対し、訪問により状況を把握した上で相談に応じ、利用

可能な福祉サービスに関する情報の提供及び助言その他の厚生労働省令で定め

る便宜の提供を包括的かつ継続的に行う事業 

五 複数の支援関係機関相互間の連携による支援を必要とする地域住民及びその

世帯に対し、複数の支援関係機関が、当該地域住民及びその世帯が抱える地域

生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援

を一体的かつ計画的に行う体制を整備する事業 

六 前号に掲げる事業による支援が必要であると市町村が認める地域住民に対

し、当該地域住民に対する支援の種類及び内容その他の厚生労働省令で定める

事項を記載した計画の作成その他の包括的かつ計画的な支援として厚生労働省

令で定めるものを行う事業 

３ 市町村は、重層的支援体制整備事業（前項に規定する重層的支援体制整備事

業をいう。以下同じ。）を実施するに当たつては、母子保健法第二十二条第二項

に規定する母子健康包括支援センター、介護保険法第百十五条の四十六第一項

に規定する地域包括支援センター、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律第七十七条の二第一項に規定する基幹相談支援センター、

生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業を行う者その他の支援関

係機関相互間の緊密な連携が図られるよう努めるものとする。 

４ 市町村は、第二項各号に掲げる事業の一体的な実施が確保されるよう必要な

措置を講じた上で、重層的支援体制整備事業の事務の全部又は一部を当該市町

村以外の厚生労働省令で定める者に委託することができる。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれら

の者であつた者は、正当な理由がないのに、その委託を受けた事務に関して知

り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（重層的支援体制整備事業実施計画） 

第百六条の五 市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第百六条

の三第二項の指針に則して、重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施

するため、重層的支援体制整備事業の提供体制に関する事項その他厚生労働省

令で定める事項を定める計画（以下この条において「重層的支援体制整備事業

実施計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

２ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更する

ときは、地域住民、支援関係機関その他の関係者の意見を適切に反映するよう

努めるものとする。 

３ 重層的支援体制整備事業実施計画は、第百七条第一項に規定する市町村地域

福祉計画、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十八条第一

項に規定する市町村障害福祉計画、子ども・子育て支援法第六十一条第一項に

規定する市町村子ども・子育て支援事業計画その他の法律の規定による計画で
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あつて地域福祉の推進に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけ

ればならない。 

４ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか、重層的支援体制整備事業実施計画の策定及び変

更に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

 

（支援会議） 

第百六条の六 市町村は、支援関係機関、第百六条の四第四項の規定による委託

を受けた者、地域生活課題を抱える地域住民に対する支援に従事する者その他

の関係者（第三項及び第四項において「支援関係機関等」という。）により構成

される会議（以下この条において「支援会議」という。）を組織することができ

る。 

２ 支援会議は、重層的支援体制整備事業の円滑な実施を図るために必要な情報

の交換を行うとともに、地域住民が地域において日常生活及び社会生活を営む

のに必要な支援体制に関する検討を行うものとする。 

３ 支援会議は、前項に規定する情報の交換及び検討を行うために必要があると

認めるときは、支援関係機関等に対し、地域生活課題を抱える地域住民及びそ

の世帯に関する資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

４ 支援関係機関等は、前項の規定による求めがあつた場合には、これに協力す

るよう努めるものとする。 

５ 支援会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がないの

に、支援会議の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、支援会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

支援会議が定める。 

 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体

的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努める

ものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関

し、共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する

事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公

表するよう努めるものとする。 



第６章 推進体制・関連法令   

89 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分

析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町

村地域福祉計画を変更するものとする。 

 

（都道府県地域福祉支援計画） 

第百八条 都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を

通ずる広域的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲

げる事項を一体的に定める計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」という。）

を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関

し、共通して取り組むべき事項 

二 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項 

三 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項 

四 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発

達のための基盤整備に関する事項 

五 市町村による地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の

整備の実施の支援に関する事項 

２ 都道府県は、都道府県地域福祉支援計画を策定し、又は変更しようとすると

きは、あらかじめ、公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるよう努

めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 都道府県は、定期的に、その策定した都道府県地域福祉支援計画について、

調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、

当該都道府県地域福祉支援計画を変更するものとする。 
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あ行 

運転免許証自主返納 

運転に不安を感じる高齢ドライバー等が自主的に運転免許証を返納でき

る制度。運転免許証を返納した人は「運転経歴証明書」の交付を受けるこ

とができる。 

 

か行 

介護ロボット 

センサー等により情報を認識し得られた情報を解析しその結果に応じた

動作を行うことで、介護現場において日常生活支援における①移乗介護②

移動支援③排泄支援④見守り・コミュニケーション⑤入浴支援等、介護サ

ービス利用者の自立支援や介護者の負担軽減に役立つ機器。（例えば、見守

りセンサー、水洗ポータブルトイレも含まれる） 

教育支援センター 

不登校児童生徒等の社会的自立に向けた支援・指導を行うため、在籍する

学校と連携しながら、学校外や空き教室等でカウンセリングや指導を計画

的に行う組織として、教育委員会が設置したものを指す言葉。なお、単に

相談を行うだけの施設は含まない。 

共生型サービス 

介護保険制度又は障害福祉制度のいずれかの一定のサービスに係る指定

を受けている事業所が、もう一方の制度における指定も受けやすくするこ

とを目的とした指定手続きの簡素化特例として、平成 30 年度の制度改正

により介護保険と障害福祉の両方の制度に位置付けられたもの。これによ

り、高齢者と障がい児者が同一事業所でサービスを受けやすくなった。 

ゲートキーパー 
自殺の危険を示すサインに気づき、話を聴き、必要に応じて専門機関につ

なぎ、見守る役割を担う人材。 

健康サポート薬局 

かかりつけ薬剤師・薬局の基本的な機能を備えた上で、地域住民による主

体的な健康の維持・増進を積極的に支援する（健康サポート）機能を備え

た薬局。 

公民館主事 
公民館長の命を受け、公民館の事業の実施にあたる職員。地域の学びが盛

んになり、地域づくりにつながるようにしていく役割を担う。 

子ども家庭支援ネット

ワーク 

子どもや妊娠期から子育て期の親に対し、市町村、県、民間機関が連携し

て、①子ども家庭総合支援拠点の整備②困難を有する子どもの自立支援③

地域資源のネットワーク体制の整備④ネットワークを有機的に結びつけ

るコーディネーターの配置により切れ目のない支援を行うネットワーク。 

子どもの自殺危機対応

チーム 

自殺のリスクが高い子どもを支援する学校や市町村等が困難ケースに直

面したとき、専門的見地からの助言や支援を行う多職種の専門家で構成す

るチーム。令和元年 10 月に設置。 

個別避難計画 
高齢者や障がい者など、災害時の避難に配慮が必要な方について、支援者

や避難先など一人ひとりの状況に応じて市町村が作成する避難計画。 

コミュニティ・ビジネ

ス 

地域課題の解決を「ビジネス」の手法で取り組むものであり、地域の人材

やノウハウ、施設、資金を活用することにより、地域における新たな創業

や雇用の創出、働きがい、生きがいを生み出し、地域コミュニティの活性

化を促す取組。 
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さ行 

災害時住民支え合いマ

ップ 

災害発生時に一人で避難することが難しい高齢者、障がい者、乳幼児など

の要配慮者、避難の手助けする支援者、避難経路等を表記した地図。 

災害福祉支援ネットワ

ーク 

東日本大震災等の教訓を踏まえ、災害時に避難所等で福祉・介護の専門的

な視点で支援活動を行うなど、災害に備えた福祉支援の体制づくりに取り

組むため、都道府県ごとに結成が進んでいるネットワーク組織。 

市町村地域福祉計画 

地域福祉の推進に関する事項として、①地域における高齢者、障がい者、

児童、その他の福祉に共通して取り組むべき事項や②地域における福祉サ

ービスの適切な利用の推進に関する事項③地域における社会福祉を目的

とする事業の健全な発達に関する事項④地域福祉に関する活動への住民

の参加の促進に関する事項⑤包括的な支援体制の整備に関する事項等を

一体的に定めることが求められる計画。 

シニア活動推進コーデ

ィネーター 

各圏域に１名ずつ配置され、地域課題に応じる相談窓口機能の役割を担い

ながら関係団体との連携や協働を行うプラットフォームを作り、シニアの

活躍の場の提供や社会参加のきっかけづくりを行う調整役的な人材。 

シニア大学 

高齢者の社会参加のきっかけづくりを図り、積極的に地域と関わる人材を

養成するため、2 年過程で行う教養、趣味・健康・交流、地域づくり等に

関する講座を県内 10 箇所で開催。 

社会教育士 
学びを社会のいたるところに仕掛け、地域づくりへの展開を支援する専門

人材であり、所定の講習等を修了した者の称号。 

社会福祉協議会 

社会福祉法に定められた地域福祉を推進する団体地域が抱える様々な地

域福祉課題を地域全体の課題として捉え、住民が主体的に参加し、考え、

話し合い、協力して誰もが安心して暮らすことのできるまちづくりの推進

を目的としている。 

社会を明るくする運動 
犯罪や非行の防止と罪を犯した人の構成について理解を深め、犯罪のな

い地域社会を築こうとする全国的な運動。 

重層的支援体制整備事

業 

属性を問わない相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に

実施する、市町村の任意事業。 

住宅セーフティーネッ

ト 

低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを養育している者その他

住宅の確保に特に配慮を要する者が、民間住宅市場の中で独力では住宅の

確保が困難な事態に直面した際に対応するための仕組み。住宅確保の方法

として、公営住宅の活用や、民間賃貸住宅における質の向上と優先入居措

置、入居希望者への情報提供など円滑な入居支援が推進されている。 

生涯学習推進センター 

地域社会が抱える様々な課題の解決に向けた取組をリードできる人材養

成や生涯学習に関する情報提供等を通じ、生涯学習の振興や生涯学習によ

るまちづくり・ひとづくりを支援する県の教育機関。 

自立支援協議会 

相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関するシステムづくり

に向けて、中核的な役割を果たす協議の場。相談支援事業者、障がい福祉

サービス事業者、保健・医療関係者、教育関係者、企業・雇用関係者、障

がい者団体関係者、関係行政機関の職員等から構成される。 
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信州アーツカウンシル 

地域が主体となった文化芸術活動を持続的に発展させていくため、文化芸

術の振興や活用に専門的知見を持つ人材を配置した中間支援組織。様々な

取組を通じて、文化芸術活動の創造性・発信力を高め、その力を観光や福

祉、産業、地域づくりなど様々な領域に広げることにより、県内の文化芸

術活動の持続的な発展を推進。「アーツカウンシル」は英国発祥で「芸術評

議会」とも訳され、行政から一定の距離を保ちながら、文化芸術政策の執

行を担う専門機関のこと。令和４年６月本格始動。 

信州型自然保育 

長野県の豊かな自然環境や多様な地域資源を活用した様々な体験活動を

積極的に取り入れる保育・幼児教育を指す言葉。長野県では、平成 27 年

度に全国に先駆けて「信州型自然保育（信州やまほいく）認定制度」を創

設し、県が独自に定めた基準により自然保育を行う保育所・幼稚園・認定

こども園・認可外保育施設等を認定している。 

信州型フリースクール 
不登校児童生徒の多様な「学びの場」を確保するため、今後検討する県の

基準に合致したフリースクール。 

信州こどもカフェ 
学習支援や食事提供を核に、悩み相談、学用品のリユース等の様々な機能

を持ち、継続的に開催する子どもの居場所の総称（愛称）。 

信州ねんりんピック 

長野県内の高齢者の生きがい・健康づくりや社会参加への関心を高める

契機とするとともに、長寿社会に対する理解を深め、明るく活力ある長

寿社会の実現を目的として開催される、高齢者を中心とする県民参加の

文化・芸術・スポーツの祭典。 

スクールカウンセラー 
児童生徒等の悩みに対して、安心して学校生活を送ることができるよう、

心のケアを行う公認心理師、臨床心理士等の専門家のこと。 

スクールソーシャルワ

ーカー 

いじめや不登校、暴力行為、児童虐待など、生徒指導上の課題に対応する

社会福祉等の専門家のこと。 

生活就労支援センター

（まいさぽ） 

生活困窮者からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を行い、個人の

状態にあった自立支援計画（プラン）を作成し、必要なサービスの提供に

つなげたり、就労支援等を行う自立相談支援機関。長野県では市と共同し

て名称を「生活就労支援センター」、愛称を「まいさぽ」と統一している。 

性的マイノリティ 

性自認（自己の性別についての認識）が出生時に判定された性と一致しな

い人又は性的指向（恋愛又は性的な関心の対象となる性別についての指

向）が異性に限らない人のこと。「性的少数者」ともいう。 

 

た行 

地域おこし協力隊 

人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、都市住民など地域外の

人材を地域社会の担い手として受け入れ、地域力の維持・強化を図ってい

くことを目的とした取組。 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資

源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで住民一人ひとりの暮ら

しと生きがい、地域をともにつくっていく社会（厚生労働省による）。 
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地域包括ケアシステム

（体制） 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしいくらしを人生の最後まで続けるこ

とができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に体制。 

地域包括支援センター 

地域における高齢者の①総合相談支援②虐待の早期発見・防止等の権利擁

護③包括的・継続的マネジメント支援④介護予防マネジメントという 4 つ

の機能を担う機関で市町村または市町村が委託する法人が運営する。 

地域未来塾 

教員 OB や大学生などの地域住民の協力や ICT（情報通信技術）の活用に

より、学習支援が必要な中学生等に対して、地域と学校が連携・協働して

学習支援を行う取組。 

地域連携薬局 
入退院時の医療機関等や在宅医療等における他の薬局等との連携により

一元的・継続的な対応ができる、都道府県知事の認定を受けた薬局。 

中国帰国者 

1972 年の日中国交正常化以降、再開された肉親調査や帰国施策によって

帰国した「中国残留邦人」（「中国残留孤児」や「中国残留婦人」）とその家

族のこと。 

通級による指導 

大部分の授業を小・中・高等学校の通常の学級で受けながら、一部、障が

いに応じて受ける特別の指導障がいによる学習上や生活上の困難を改善

し、克服するために行う、特別支援学校学習指導要領の「自立活動」に相

当する指導。 

デマンド交通 
経路・乗降地点・時刻のいずれか、あるいはすべてに柔軟性を持たせ、利

用者の要求に応じてバス・タクシー等を運行するサービス。 

特定地域づくり事業協

同組合制度 

人口の急減に直面している地域において、地域の担い手の確保・定着及び

地域における事業の維持・拡大を図るため、地域での安定的な雇用の場や

一定の給与水準が確保できるように環境を整えることを目的とした制度。 

 

な行 

長野県運営適正化委員

会 

福祉サービスに関する利用者からの苦情を適切に解決するため、弁護士、

医師、社会福祉士等の学識経験者等で構成され、長野県社会福祉協議会に

設置されている機関。 

長野県災害派遣福祉チ

ーム 

県内外で大規模災害が発生した際に、県の要請を受けて被災地に出動し、

一般避難所、福祉避難所、その他要配慮者を受け入れる施設等において要

配慮者に対して福祉的支援を行う専門職チーム。 

長野県長寿社会開発セ

ンター 

県、市町村及び民間の出資により設立された、高齢者の生きがいと健康づ

くり、積極的な社会参加を推進する公益財団法人。 

日常生活自立支援事業 

高齢者や障がい等で判断能力が十分でない者の福祉サービスの利用手続

の代行や日常的な金銭管理等の援助を行い、地域で自立した生活を安心し

て送れるよう支援する事業。 

妊活検診 
現在の健康状態が妊娠に適しているか、妊娠に向けたリスクがないかを確

認するための検査の総称。（長野県独自の呼称） 
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認知症サポーター 

認知症サポーターキャラバンにおける「認知証サポーター養成講座」を受

講した者の呼称。認知症について正しい知識を持ち、認知症の人やその家

族を応援し、誰もが暮らしやすい地域をつくっていくボランティアとして

活動する。 

農村ＲＭＯ 

複数の集落の機能を補完し、農用地保全活動や農業を核とした経済活動と

併せて、生活支援等地域コミュニティの維持に資する取組を行う組織（地

域運営組織：Region Management Organization の略）。 

農福連携 
農業分野での障がい者等の就労を推進し、障がい者等の自立と農業の担い

手確保等を目指す取組。 

 

は行 

福祉避難所 

一般避難所では避難生活が困難な要配慮者（高齢者、障がい者等）の方

を対象に特別な配慮がなされる避難所。社会福祉施設等を活用して設置

されることが想定されている。 

フレイル 

オーラルフレイル 

フレイルは、加齢とともに筋力や認知機能が低下し、生活機能障害・要介

護状態などの危険性が高くなった状態。オーラルフレイルは、咀嚼（食物

を飲み込める程度にまで噛むこと）や嚥下（飲み込むこと）などの口腔機

能が低下する前の段階。 

放課後子ども教室 

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安全・

安心な活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、子どもた

ちとともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を行う

取組。 

不登校特例校 
不登校児童生徒に対し、その実態に配慮して特別に編成された教育課程

に基づく教育を行う学校のこと。 

 

ま行 

ミクストコミュニティ 

若者による高齢者の見守り等の生活支援、高齢者による子育て支援など、

多様な世代の交流や支え合いを通じて形成される豊かなコミュニティの

こと。 

民生・児童委員 

民生委員法、児童福祉法の規定により知事等の推薦により厚生労働大臣が

委嘱し、市町村に設置される給与を支給しない非常勤の特別職。住民の立

場に立った相談支援者として援助を必要とする住民の調査や、家庭訪問、

行政機関等との連絡及び地域住民への相談支援を行う。 

 

や行 

ヤングケアラー 

家族にケアを要する人がいる場合に、大人が担うようなケア責任を引き受

け、家事や家族の世話、介護、感情面のサポートなどを行っている子ども

のこと。 

ユニバーサルツーリズ

ム 

年齢や障がいの有無等に関わらず、すべての人が楽しめるよう創られた旅

行。 
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ユニバーサルデザイン

タクシー 

車いすのまま乗車できるなど、障がい者や高齢者等に配慮された誰もが使

いやすいタクシー車両のこと。 

 

ら行 

リカレント 
学校教育からいったん離れて社会に出た後も、それぞれの必要なタイミン

グで再び教育を受け、仕事と教育を繰り返すこと。 

リスキリング 

新しい職業に就くために、あるいは、今の職業で必要とされるスキルの大

幅な変化に適応して価値を創造し続けるために、必要なスキルを獲得する

（させる）こと。 

 

その他 

8050 問題 

80 代の親と 50 代のひきこもり状態にある子が世帯単位で社会的に孤立

し、経済的にも困難な状況に陥ってしまうこと。ひきこもりの長期化、親

の高齢化、病気、介護等により問題が顕在化してきている。 

ＬＧＢＴ 

レズビアン（Lesbian）、ゲイ（Gay）、バイセクシュアル（Bisexual）、ト

ランスジェンダー（Transgender）の英語の頭文字をとった言葉で性的マ

イノリティの総称の一つ。ＬＧＢＴだけでは、性的マイノリティ全体を表

すものではないため、近時は性的マイノリティを総称する言葉としてＱ

（Questioning 又は Queer）を加え、ＬＧＢＴＱやＬＧＢＴＱ＋と表記

されることも増えている。 

NPO 

Non-Profit Organization または Not-for-Profit Organization の略称

で、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配するこ

とを目的としない団体の総称。 

ＳＯＳの出し方に関す

る教育 

子どもたちが命や暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助けを求

めればよいか具体的かつ実践的な方法を学ぶ教育。 

ＳＤＧｓ （持続可能な

開発目標） 

Sustainable Development Goals の略。2015 年９月に国連持続可能

な開発サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 年アジェ

ンダ」に盛り込まれた 17 の目標と 169 のターゲット。 
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